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概要 

鉄道は膨大な設備を有する大規模システムであるが、特に営業線費用の 10%以上がレ

ールのメンテナンスコストであることから、レールのメンテナンスの省力化・効率化が

鉄道経営にとって非常に重要な課題となっている。 

車輪との接触面であるレール頭頂面には、車輪の空転・滑走等に伴う大きなすべり摩

擦により、白色層と呼ばれる劣化層が生じることがある。白色層の周辺では微小き裂が

発生し易く、き裂が進展すると、レール頭頂面のはく離（シェリング）を引き起こす。 

白色層は、車輪空転・滑走時の摩擦熱により、レール表面がごく短時間で急激に加熱

され、すぐさま急冷されることによりマルテンサイト相が生成されたものと考えられて

いる。 

予防保全の観点から、折損・破断等に至る前段でレールの損傷個所は交換されるが、

その交換理由の多くはシェリングによるものとなっている。白色層から発生したき裂が

シェリングの原因になることが指摘されているものの、現状の超音波探傷ではレール表

層部に発生する白色層の検出は難しく、白色層とき裂、シェリングの定量的な関係は十

分には明らかになっていない。 

そこで本研究は、SQUID（超電導量子干渉計）を用いた渦電流探傷法の白色層への適

用性について検討を行った。半導体レーザーによりレール表層を急熱・急冷することで、

白色層生成過程を模擬した標準試験片(模擬白色層試験片)を作成し電磁気的物性評価

を行った。その結果、模擬白色層の抵抗率はレール母材に比べ増加し、透磁率は低下す

ることを明らかにした。 

白色層検出のために、SQUIDを用いた渦電流検査システムを構築した。SQUIDとレ

ール試験片の距離と、励磁コイルの関係について検討を行い、感度と分解能が最適とな

る励磁コイル径を決定した。また、構築した検査システムを用い、標準試験片での原理

確認試験を実施し、白色層検査においては、リアクタンス成分の変化が捉えられる周波

数領域を利用するのが有効であることを確認し、測定条件の最適化を行った。その結果、

ノイズ低減環境において実レール白色層検出の原理検証に成功した。 

フィールドでも SQUIDによる検査が行えるよう、測定回路の見直しを行い、プロー

ブ部にブリッジ回路(微分回路)を用いることで、走行試験においてもノイズの少ない白

色層検出波形を得ることができた。これにより SQUIDを用いたレール白色層検査の可

能性を示すことができた。 
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1. 序論 

1.1. 研究背景 

鉄道事業において、設備の適切なメンテナンスは鉄道の安全・安定輸送を確保する上

では極めて重要である。 

鉄道の設備は長大かつ膨大なため、事業費全体に占めるメンテナンス費用の割合は大

きい。特に長大設備であるレールは、メンテナンスに要する人や時間、費用も膨大なも

のとなる。そのため、いかに効率よくレールのメンテナンスを行うかは、鉄道事業にと

って重要な課題である。 

レールは、鉄道車両が通過することで、車輪との転がり接触疲労が生じ、そこから様々

な損傷に進展することがある。特にレール頭頂面には、車輪の空転・滑走等に伴う車輪

/レール間の大きなすべり摩擦により白色層と呼ばれる劣化層が生じる。この白色層は、

レールシェリング（以下「シェリング」と略称する）と呼ばれるき裂の起点となる場合

がある。このようなき裂がレール内部へ進展していくと、ついにはレール折損・破断に

至る。破断に至る前に超音波探傷により検査を行い、レール交換など適切な修繕がなさ

れる。レール交換の多くがシェリングによるものであるが、シェリングの原因となる白

色層については現状の超音波探傷などでは検出が難しく、未解明な部分が多く残されて

いる。これまでの調査や経験により、一定の検査周期や判定基準が得られてはいるが、

在来線への適用や個別の線区への適用などではその妥当性に依然課題が残っている。 

メンテナンスの省力化には、経験のみによるのではなく、より定量的、合理的な評価

に基づいた予防保全が効果的である。レール頭頂面に生じる白色層については組織分析

や硬さ測定などにより調査が行われている。しかし実環境で疲労・損傷したレールは、

現場で採取する以外にサンプルの取得の方法がないこともあり、十分なサンプル数が得

られない。また、腐食剤を頭頂面に塗布することにより白色層の目視確認が可能だが、

長距離を連続的に検査する手法は今のところ確立されていない。こうした白色層の連続

的な分布情報が得られれば、線区情報と白色層及び白色層付近の微小き裂・損傷の発生

状況などとの相関を検討する有効な手段となりうるとともに、シェリングを未然に防止

する指標を得られるなど、より高度な予防保全に寄与すると考えられる。 

白色層は、レール表層から 10 ～ 40 µm程度の深さを持って分布しており、こうした

レール表層のごく浅い領域で発生する組織変化などをとらえるためには、十分な精度お

よび感度を有した検査技術が必要となる。しかし、現在実施されている超音波探傷では、

損傷に至る手前の疲労や劣化段階での診断が難しい。そこで、超電導磁気センサを用い

た非破壊検査技術のレール劣化診断への適用可能性を検討した。 
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白色層は、レール母材であるパーライトが、熱や応力を受けることでマルテンサイト

変態を起こしたものであり、電磁気的な物性もわずかながら変化すると考えられる。こ

の変化をとらえることができれば、白色層を検出することができる。 

1.2. 研究目的 

レールシェリングと呼ばれるき裂の起点となりうる白色層については、現在有効な検

査方法が確立されていない。白色層の組織分析や硬さなどの評価は行われているが、電

磁気的な評価については今までのところ実施された例はない。 

一方、オーステナイト系ステンレス鋼（非磁性）では，応力を受けることで加工誘起

マルテンサイト（磁性）が生成されることが知られており，磁気センサを用いた非破壊

検査が検討されている。また、磁性体への渦電流探傷についても、適用性の検討が行わ

れている。 

鉄道用レール表層の白色層についても、同様な変質相であると考えられるが、膜厚が

20 µm 程度と薄く、かつレール母材、白色層ともに磁性を持つために、その際はごく微

量であると考えられる。事前検討において、渦電流法および漏えい磁束法などを用いた

検出試験を行っている [1]。渦電流法や漏えい磁束法で白色層模擬試験片を測定した場

合には、100 µm程度の膜厚で出力の変化を認めることができた。しかし、10～40 µm

程度の膜厚を判別するためには、さらなる感度が必要となる。そこで、本研究では、白

色層の電磁気的な物性をとらえるため、渦電流探傷用の磁気センサとして超高感度磁気

センサである超電導量子干渉計（SQUID、Superconducting Quantum Interference Device）

の適用可能性を検討した。 

磁気センサの中で最も高感度の SQUIDは地磁気(数 10 µTesla)の 5 千万分の 1以下の

非常に小さな磁場を計測できる能力がある。このような超高感度な磁気センサである

SQUID はさまざまな分野に応用できる。医療分野では脳磁図、心磁図検査などへの応

用が始まっており、バイオ関連ではマイクロ磁気ビーズを用いた抗原体反応による免疫

診断の研究が進んでいる。非破壊検査の分野では航空機、原子炉などの構造体の疲労や

き裂検査、食品や工業原料などへの磁性体不純物混入検出などへの適用が検討され、一

部導入例もある。さらに地質調査や地殻変動調査への可能性についても精力的な検討が

進められている。 

本研究では、これまで非破壊的に検出することが困難であった白色層について、

SQUID を用いた非破壊検査の適用可能性について基礎的検討を行い、模擬白色層試験

片を用いて検出感度の評価を実施するとともに、白色層の膜厚評価の可能性について検

討を行うこととした。基礎的検討に基づき、屋外で測定可能な SQUIDレール検査装置

を開発し、その実用可能性を示すことを目的としている。  
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1.3. 本論文の構成 

 本論文の構成を図図図図 1.1に示す。第 1章にて本論文の研究背景と研究目的を述べる。第

2 章から第 4 章では、鉄道におけるメンテナンスについて、特にレールメンテナンスが

重要であることを説明し、レール損傷形態を整理する。レールの主な損傷形態には、シ

ェリング、きしみ割れ、空転傷、摩耗などがあるが、特にシェリングの原因となる白色

層については現状の超音波探傷などでは検出が難しく、有効な検査手段が確立されてお

らず、未解明な部分が多く残されていることを述べる。 

第 5 章から第 7 章では、SQUID を用いた非破壊検査の基本原理について説明し、

SQUID を用いたレール白色層検査の原理検証の内容を述べる。屋外に敷設されたレー

ルを測定可能な測定回路の改良を行い、実使用環境における SQUIDを用いたレール白

色層の検出可能性について検討し、磁気ノイズおよびレールの残留磁化の影響を受けに

くい SQUIDレール検査装置の開発を行った。 

第 8 章では、SQUIDレール検査装置の適用について冷却技術や今後の課題と合わせ

て展望を述べ、第 9 章にて本論文で述べた研究結果を総括する。付録 A では超電導磁

気センサである SQUIDの冷却技術を検討した。 

 

図 1.1 本論文の構成 

第1章 序論

第10章 結論

第6章 SQUIDを用いたレール白色層
検査の原理検証

第2章 鉄道におけるメンテナンス

第3章 鉄道用レールの損傷形態
レールシェリングと白色層

第9章 展望

第8章 冷却技術

第4章 白色層の材料組織

第5章 SQUIDを用いた非破壊検査の
基本原理

第7章 SQUIDレール検査装置の開発
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2. 鉄道におけるメンテナンス 

はじめに 

本章では、鉄道におけるレールメンテナンスの重要性について述べる。鉄道の設備は

長大かつ膨大であり、維持管理コストも莫大となるため、いかに効率よくメンテナンス

を行うかが課題となっているとともに、予防保全の考え方の重要性についても述べる。 

2.1. 鉄道におけるメンテナンスの課題 

速達性、大量性、確実性、効率性に優れた輸送機関である鉄道の基盤は、安全・安定

輸送にあり、鉄道事業は設備の適切なメンテナンスによって支えられている。鉄道は膨

大な土木構造物、軌道、電力、信号・通信、駅設備などの地上設備と、多数の車両から

なる大規模システムであり、そのメンテナンスには多くの人手と経費を要する。 

事業費内訳の一例を図 2.1 に示す。各鉄道事業者の営業費用をみると、JR・民鉄を

通じて、地上設備と車両の保守経費は、営業線全体の 30%程度と大きいが [2, 3, 4]、特

にレールメンテナンスに要する費用の鉄道事業費に占める割合は 10%を超えている。そ

のため、いかにレールの保守・管理を省力化しコストダウンを進めるかが、鉄道経営に

とって非常に重要な課題となっている [5, 6]。 

 

図 2.1 鉄道事業費の内訳例 [2, 3, 4] 

保守管理

3%

車両保守

6%

電路保守

6%

線路保守

12%

その他

73%

レール

メンテナンス



5 
 

2.2. 鉄道用レールの保守・管理 

鉄道軌道は、車両の荷重を支え、路盤などへの負担を軽減しながら、車両の荷重を支

え、列車が安全に走行する走行路として重要な役割を担う。軌道は図図図図 2.2に示すように

道床、レール、枕木などから構成されている。車両の通過により、軌道構造は徐々に変

形し、それに伴いレール、道床も変形する。また、鉄道の車輪、レールは高炭素鋼でで

きており、両者の接触面積はごくわずかであり、接触面には非常に大きな応力が発生す

る。そのためレールは徐々に摩耗し、変形することが避けられない（図図図図 2.3）。 

 

 

図 2.2 軌道構造 

 

       (a)                     (b)         

図 2.3 レールの変形と損傷 (a) 道床の変形 (b) レール損傷 

 

レールの変形（曲がりや落ち込み）は、軌道変位と呼ばれ、レールの高低（上下方向

の曲がり）、通り（左右方向の曲がり）、水準（左右のレールの高さの差）、平面性（軌

道面のねじれ）、軌間（左右レールの間隔）の 5つの項目で評価されている。高低変位・

通り変位についてはレール方向に一定の長さを持った糸を張り、この糸を基準にしてレ

ールのたわみを測る水糸法（差分法）と呼ばれる方法で、水準変位については、水準器

や傾斜計を用いて検測を行う。軌間変位については軌間ゲージと呼ばれる物差しを用い

て左右レールの間隔を検測する。高低変位と通り変位は軌道の長さ方向に連続的に測定

レール

枕木

道床

路盤

レール（道床）の変形 レール損傷

シェリング

水平裂
横裂
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する必要から、10 mの弦をレールに張ってその中央のレールとの距離を測定する「10 m

弦正矢法」が広く用いられている [7]。 

現在では、こうした検測は、レール位置を測定する各種センサを搭載した専用の軌道

検測車両を用いて走行しながら行うことができる [8]。検測車では、軌道の状態のほか、

架線の摩耗状態の把握や保安装置の動作の確認などを同時に行えるようになっている。

新幹線軌道検測車は東京大阪間のような長距離の検測を行うため、検測データは膨大で

あるが、ラボックスと呼ばれるソフトウェアを用いてパソコン上でデータ処理ができる

ようになっている [9]。軌道変位については、検測車により比較的高速かつ精度よく検

査することができるようになっている。検査手法についても、正矢法を基本とした検査

原理がほぼ確立されている。 

レール損傷の検査は、レール折損を未然に防止し、安全・安定輸送を確保する上では

極めて重要である。車輪がレールの上を転動することにより、レール側にも金属疲労が

蓄積するが、これを転がり接触疲労と呼んでいる。転がり接触疲労には、レールシェリ

ング、きしみ割れ、空転傷、摩耗などがある。 

レールの探傷も、車上に超音波センサを搭載した探傷車などにより測定が行われるが、

以下の問題点がある。 

(1) 表層部に不感帯が存在し、表層から 0 ~ 数 mm程度の範囲が検査できない。 

(2) 在来線に用いられる探触子には、レール表面の水平裂（図図図図 2.4）は、反射エコーに

隠れるため検出できないものがある。 

(3) 水平裂に隠れた横裂を検出できない。 

(4) 探触子がレール中心から外れる、探触子とレール表面の水膜切れを起こすなどした

場合にレール傷を検出することができない。 

(5) 検出位置情報は車輪の回転数と、地上に設置された信号送受信機(地上子)からの信

号検知により算出されるが、運転条件により正しく車輪回転数が得られないことや、

地上子信号の誤検出などにより大幅な位置ずれが生じる可能性がある [10]。 

 

 

図 2.4 超音波探傷により検出が難しい傷の例 

水平裂

70°

探触子 横裂
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そのため、レール探傷車走行後の手検測による確認検査が必要であり、多大な検査コ

ストを要する要因のひとつになっている。 

2.3. 本章のまとめ 

鉄道は巨大なシステムであるためメンテナンスには多くの人手と経費を要し、特に国

内の鉄道事業者では、営業線費用の 10%以上がレールのメンテナンスコストであること

から、いかにレールの保守・管理を省力化し、そのコストダウンを進めるかが、鉄道経

営にとって非常に重要な課題となっている。 

 レールのメンテナンスのうち、特にレール損傷の検査は重要である。レールの探傷も

探傷車による走行中の検査が可能であるが、走行後の手検測による確認検査が必要であ

るなど検査コストがかかっている。 

 このようなメンテナンスは、レール折損などを引き起こさないための予防保全の考え

に基づくが、効率的・効果的な修繕を計画的に実施し、ライフサイクルコストを低減す

るためには、設備の健全度を把握した、より高度な予防保全が重要である。 

 この健全度の把握には、損傷に至る前段階すなわち劣化診断が必要であるが、図図図図 2.5

に示すように、現在のところレール劣化診断技術は確立されていない。 

 次の章では、レールにはどのような劣化、損傷が生じるのかを述べる。 

 

図 2.5 レール検査とその手法 

 

 

 

 

検査対象 検査手法 検査手段

鉄道レール

の保守管理

軌道変位に

関するもの
正矢法 検測車

レール損傷に

関するもの
超音波探傷

探傷車

人手

新幹線車両タイプも

~ 40 km/h程度

探傷車の測定精度上

後確認が必要
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3. 鉄道用レールの損傷形態 

はじめに 

各種のレール損傷形態を整理する。レールの主な損傷形態には、シェリング、きしみ

割れ、空転傷、摩耗などがある。これらの発生メカニズムを解明すべくさまざまな検討

が行われている。白色層から発生したき裂がシェリングの原因になることが指摘されて

いるものの、現状の超音波探傷などの探傷では検出が難しく、未解明な部分が多く残さ

れている。 

これまでの調査や経験により、一定の検査周期や判定基準が得られているが、在来線

への適用や個別の線区への適用などではその妥当性に依然課題が残っている。 

3.1. 転がり接触によるレール損傷 

3.1.1. レールシェリング 

レール頭頂面には，車輪の空転・滑走等に伴う車輪/レール間の大きなすべり摩擦に

より白色層と呼ばれる硬化層が生じる [11]。白色層の周辺では図図図図 3.1 に示すように微

小き裂が進展し易く、レール頭頂面のはく離やき裂により、内部に空隙が生じることで

表面陥没（シェリング）を引き起こす場合がある（図図図図 3.2）。白色層は車輪荷重による

繰り返し応力や、車輪空転やブレーキによる摩擦によりレールの表面付近に発生し、さ

まざまに内部に進行していく。シェリングという名称は、疲労き裂の進展過程を示す破

断面の模様が貝殻（shell）のように見えることから名づけられた。 

シェリングが発生すると、図図図図 3.3に示すように、その下にレール方向と水平なき裂（水

平裂）が発生する。この水平裂が進展すると、レールの内部へ向かうき裂（横裂）に分

岐することがある。横裂が進展するとレールの強度が低下し、破断に至る恐れがある。

そのため、これを未然に防ぐために、シェリングが発見された場合にはレール交換を行

っている。レール交換要因の内訳をみると、図図図図 3.4のように最も大きな割合を占める損

傷はシェリングによるものである [12]。 

シェリング予防の面からレール研削手法が検討され、実験的な検討から研削周期を通

過トン数で 5000万トンとした場合、約 0.1 mm削正すると平均的に 8億トン以上シェリ

ングの発生を抑制できる可能性が得られている。その研削手法とほぼ同様な条件で東海

道新幹線において実施された調査により、予防研削によるシェリング抑制効果も報告さ

れている [13]。しかし、その発生メカニズムの検討が実験的あるいはレール鋼の結晶

学的な面から鋭意進められているが、まだ未解明な部分が多く残されている [7]。その
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ため、必ずしも現在の判定基準が妥当であるとは限らず、損傷の進展メカニズムの解明

により適正なレール交換など指標が得られることが望まれている。 

 

 

図 3.1 白色層と周辺に生じたき裂の例(レール断面) 

 

 

図 3.2 シェリングの例(レール表面) [13] 

 

 

図 3.3 シェリングと、き裂の関係 

白色層

レール母材

微小き裂 50 µm

シェリング

水平裂
横裂
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図 3.4 レール交換の要因 

 

3.1.2. きしみ割れ 

近年在来線では、曲線区間の外軌レールにおいて図図図図 3.5に示すような比較的間隔が狭

いき裂が連続して発生する場合が多くみられるようになった。このようなゲージコーナ

ーに連続して発生するき裂をきしみ割れと呼んでいる。 

きしみ割れは進展すると、き裂とき裂の部分がはく離する場合が多く見られるが、一

部のき裂から頭頂面に生じるシェリングと同様なき裂に進展する場合があり、ゲージコ

ーナーき裂と区別して呼ばれることがある。 

このきしみ割れは、曲線半径 700～800mの区間などに比較的多く発生していること

がわかっており、その原因として、曲線半径 800m以下の外軌レールには、熱処理した

硬いレールが使用されていることが関係していることが指摘されている [13]。 

 

 
図 3.5 きしみ割れの例 

 

シェリング

48%

きしみ割れ

8%

電食・腐食

11%

空転

4%

破壊

4%

その他

25%

きしみ割れ
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3.1.3. 空転傷 

走行する車輪とレールは、わずかなすべりを伴う転がり接触状態となるが、粘着力(車

輪とレールの間に働く摩擦力)が不足した状態で車輪を駆動した場合、空転現象が発生

し、その結果レール頭頂面表層部では急加熱・急冷により組織変化による空転傷が発生

する。空転傷でその程度が大きいものは凹みが大きく、その状態では車両走行が困難に

なる。空転傷の例を図図図図 3.6に示す。写真はナイタールを塗布したもので、空転傷の周辺

に白色層と同様の表面硬化層が発生している様子がわかる。 

 

 
図 3.6 空転傷の例 

 

3.1.4. 摩耗 

急曲線の外軌ゲージコーナーは、車輪フランジとの接触によって大きく摩耗するため、

レール交換の原因の一つとなっている。このゲージコーナーの摩耗のことを側摩耗と呼

ぶ。一方、ある一定の間隔に摩耗あるいは塑性変形してレール表面に連続した凹凸が形

成される場合があり、これを波状摩耗と呼んでいる。 

主な波状摩耗としては、急曲線内軌、曲線外軌および直線に発生する比較的短い波長

と長い波長の 2形態の計 4形態がある。図図図図 3.7のような波長 30～150 mmの波状摩耗が

発生し、列車通過時に生じる騒音・振動の原因になっている [13]。 
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図 3.7 波状摩耗の例 

 

3.2. 本章のまとめ 

レールの主な損傷形態には、シェリング、きしみ割れ、空転傷、摩耗などがある。こ

れまでの調査や経験により一定の検査周期や判定基準が得られているものの、在来線へ

の適用や個別の線区への適用などではその妥当性に依然課題が残っている。 

 また、発生メカニズムについても、さまざまな検討が行われているが、まだ未解明な

部分が多く残されている。特に、白色層から発生したき裂は、シェリングの原因になる

ことが指摘されているが、現状の超音波探傷などの探傷では検出が難しく、これらの定

量的な関係を明らかにすることが求められている。 

 レール頭頂面に発生する白色層の情報を広く収集できれば、シェリングや微小き裂と

いったレール頭頂面の損傷との相関を検討する有効な手段となりうるとともに、シェリ

ングを未然に防止する指標を得られると考えられる。 

 

 

  

波状摩耗
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4. 白色層の材料組織 

はじめに 

本章では白色層の材料的な特徴について説明する。シェリングの原因となる白色層に

ついては現状の超音波探傷などでは検出が難しく、有効な検査手段が確立されていない。

これまで、白色層のビッカース硬さを調べることで、硬さ変化と白色層深さに関する調

査が継続されているところである。しかし、白色層が数キロにわたって不連続に発生す

る場合、その分布についてはほとんど把握されていないのが現状である。そこで、白色

層の基本的物性を評価した結果についても述べる。 

4.1. 白色層の材料組織 

 レールの劣化は、車輪/レールの接触境界であるレール表面で最も生じやすく、車輪

空転やブレーキによる摩擦、繰り返し荷重による応力などがレールに加わり、レール表

面に劣化層が発生する。この劣化層は、腐食剤（ナイタール：硝酸+エタノール溶液）

を塗布すると白く浮き出て見えることから、「白色層」と呼ばれている（図図図図 4.1）。白

色層は、車輪転動時の転がり接触による応力や、車輪空転・滑走時の急激な加熱・急冷

によって、レール表面に硬くて脆いマルテンサイトが発生したものと考えられている 

[14]。白色層ができると、白色層を起点とした微小き裂が生じやすく、き裂が進展する

と、シェリングや、最悪の場合にはレール折損に至るおそれがある [15]。 

白色層は腐食剤の塗布により目視観察が可能である。しかし、本質的にはレール表層

を腐食させる”破壊”検査手法であり、数キロにわたって発生している場合にはこうした

手法は限界がある。また、この方法では白色層の有無はわかっても、白色層がどの程度

の厚みを持つのか、き裂を含んでいるのかといった情報を得ることはできない。 

 
図 4.1 数キロにわたって発生した白色層の例 

 

腐食剤塗布により可視化
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白色層では、組織が硬く脆くなっているため、白色層内部でき裂を生じやすい。白色

層内部で生じたき裂は、図図図図 3.1の白色層から生じた微小き裂の断面写真のように、白色

層とレール母材であるパーライト層まで達し、そこからレール母材へと進展していくと

考えられている。このような白色層は、レール以外にブレーキディスクや転がり軸受け

でも観察されている [16, 17]。レールに発生する白色層はレール探傷車では捉えられな

いため、手作業で腐食剤を用いた観察および硬さなどによる調査が行われている。しか

し、詳細な観察はレールを切り出して行う必要があるため、レールに生じる白色層とき

裂の関係はこれまでほとんど定量的な知見が得られていない [18]。 

レール鋼は、フェライトとセメンタイトの微細な層状組織であるパーライト組織であ

り、炭素量は 0.7～0.8%である。車輪空転・滑走時の摩擦熱により、レール表面はスポ

ット的に急激に加熱され、加熱個所はオーステナイト領域まで温度が上昇する。このと

きの加熱はごく短時間であるため、レール表面からの熱浸透深さはごく浅い。加熱が終

了すると今度はレールの熱容量によって急冷されることになり、このとき炭素を過飽和

に固溶したマルテンサイト相が生成されると考えられる。 

マルテンサイトの生成に伴い、転位(格子欠陥)密度が上昇し、体積膨張により残留応

力が発生する。そのため表面が硬く、脆くなることから白色層内部および端部に微小き

裂が生じやすくなっている。 

4.2. 白色層の硬さと炭素量 

実際に白色層の生じたレールの断面をカットし、表面からの深さごとにビッカース硬

さを測定した例を図図図図 4.2に示す [14]。表面から 0.05 mm程度より内部では、ビッカー

ス硬さは 300 Hv前後であるのに対し、白色層の生成した表層では 800 Hvと非常に硬く

なっていることがわかる。図図図図 4.3に、直線区間のレールで発生した白色層厚さの分布例

を示す。白色層の膜厚はおおよそ 10 µmから 40 µmまでに集中して分布していることが

わかる [19]。 

 

図 4.2 頭頂面からの深さに対する硬さ分布 
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図 4.3 直線区間のレールで発生した白色層膜厚分布の一例 

 

マルテンサイトは炭素を過飽和に強制固溶させた相で、高転位密度を持っているため、

非常に硬い組織となる。図図図図 4.4は、炭素鋼の炭素量とマルテンサイトの硬さを示したも

のである [20]。この図から読みとると、レール表層の白色層は、95%以上のマルテンサ

イトであることが類推できる。  

 

 
図 4.4 炭素鋼の炭素量とマルテンサイトの硬さの関係 

 

今、100%マルテンサイト変態をしたとするときの体積変化を考える。オーステナイト

の格子定数を�� = 3.6Å、マルテンサイトの格子定数を�� = 2.85Å, ��=2.98Åとする。

オーステナイト（面心立方）の単位胞中には 4個の原子が入っているので、1個の原子
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の占める体積 �� は、���/4。同様に、マルテンサイトは体心立方格なので、単位胞中に

2 個の原子が入っている。1 個の原子の占める体積は、�� = ���	��/	2である。よって、
オーステナイトからマルテンサイトに変態した場合の体積変化は、4.3%程度であると考

えられる。 

白色層が発生すると組織の硬さが増大する。膜厚とレール頭頂面における硬さの関係

を調査するため、膜厚の異なる白色層を有する数種類のレールから採取されたサンプル

に対し、ビッカース硬さの測定を行った。 

測定結果を図図図図 4.5に示す。膜厚が厚いと、白色層の硬さは一定(白色層組織硬さ)とな

る。一方、膜厚が薄いと、圧子が母材の影響を受けて小さく測定される。したがって、

硬さから膜厚を推定するには限界がある。 

 

 

        (a)                    (b)        

図 4.5 白色層膜厚に対するビッカース硬さ (a) 測定時の断面模式図 (b) 測定結果 

4.3. 標準試験片の製作 

レール頭頂面における白色層の電磁気的な評価は、これまで実施されたことはない。

本研究においても白色層の電磁気的評価を試みたが、白色層の生成膜厚が薄く（20 µm

程度）、物性評価に必要な量の採取が困難であった。 

実際の白色層の物性評価は困難であるが、オーステナイト系ステンレス鋼に生じる加

工誘起マルテンサイトについては、抵抗率や透磁率が変化することが知られており、非

破壊検査にも応用されている [21, 22, 23]。白色層もマルテンサイトを主成分とした層

であるため、同様の電磁気的な変化が生じていると考えられる。そこで、半導体レーザ

ー（図図図図 4.6）によりレール表層を急加熱・急冷し、白色層生成過程を模擬することで、

マルテンサイト相を生成した標準試験片を製作し、各種物性を評価することとした。 

 

圧子

白色層

母材

圧子

プロットは異なる種類のレールか
らのサンプルであることを表す
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図 4.6 半導体レーザー加工の様子 

 

レール表層に、白色層発生過程を模擬したマルテンサイト相を生成した模擬白色層試

験片（マルテンサイト標準試験片）を図図図図 4.7に示す。試験片は 100×100 mm×10 mm厚、

模擬白色層は幅 4.4 mmの帯状に生成した。図図図図 4.8には試験片を模擬白色層に沿って切

断した断面写真を示す。模擬白色層部分が均一に生成されている様子がわかる。 

 

 

図 4.7 模擬白色層試験片寸法 

 

 

図 4.8 模擬白色層試験片の断面観察写真 

1
0

0
 m

m

100 mm

模擬白色層 4.4 mm

白色層模擬部分

レール母材

100µm
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レーザー出力をコントロールすることで、模擬白色層の膜厚を変えた試験片を 3種類

製作した。表表表表 4.1 に模擬白色層の膜厚と試験片の用途を示す。模擬白色層膜厚が 1000 

µmのものは、硬さおよび電磁気的物性評価に供するために製作した。また、後述する

SQUIDによる試験にも供している。膜厚 100 µm、5 µmのものは SQUIDによる検出試

験に用いた。 

表 4.1 製作した模擬白色層試験片 

 

4.4. 模擬白色層の硬さ評価 

模擬白色層のビッカース硬さを測定した。試料は膜厚 1 mmのものを用いた。図図図図 4.9

に模擬白色層表面からの深さとビッカース硬さを示す。表面からの深さ 1 mmおよび 5 

mmに比べ、表面から 1 mmの領域で、実レール白色層と同程度まで硬さが増加してい

ることがわかる。 

 

 
図 4.9 模擬白色層表面からの深さに対するビッカース硬さ 

レーザ出力

W
模擬白色層膜厚

µm
試験片用途

3000 1000 硬さ、電磁気物性評価、SQUIDによる測定

900 5 SQUIDによる検出試験

1300 100 SQUIDによる検出試験
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4.5. 模擬白色層の電磁気的物性評価 

4.5.1. 抵抗率 

レール母材および模擬白色層を図図図図 4.10 のように短冊状(1 mm 厚)に切り出した試験

片を、それぞれ 3つ作製し、4端子法にて抵抗率を測定した（表表表表 4.2）。体積抵抗率は、

レール母材で 0.24 µΩ・m、模擬白色層で 0.34～0.35 µΩ・mと、模擬白色層で体積抵抗

率が増加する傾向がみられた（図 4.11）。 

 模擬白色層で体積抵抗率が増加した理由は、炭素原子がマルテンサイトの体心立方格

子中に侵入し、結晶格子を歪ませるとともに、大量の格子欠陥を生じるためであると考

えられる。 

 

 

図 4.10 短冊状に切り出した試験片 

 

表 4.2 レール母材と模擬白色層試験片の体積抵抗率 

 

 

厚さ 幅 断面積 標点間距離 抵抗 体積抵抗率

mm mm mm2 mm μΩ μΩ・m

No.1 0.811 2.017 1.64 20.4 2998 0.24

No.2 0.825 2.017 1.66 20.4 2953 0.24

No.3 0.837 2.017 1.69 20.4 2916 0.24

No.1 0.901 2.025 1.82 20.4 3770 0.34

No.2 0.888 2.026 1.8 20.4 3924 0.35

No.3 0.905 2.026 1.83 20.4 3799 0.34

試料

レール母材

模擬白色層
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図 4.11 レール母材と模擬白色層の体積抵抗率 

4.5.2. 磁化特性 

レール母材および模擬白色層を図図図図 4.12のようにリング形状（外形 10、内径 5mm程度）

に切り出した試験片を作成した。閉磁気回路における試験片のインダクタンスを測定す

る直流磁気測定法により、レール母材および模擬白色層の磁化曲線を得た。 

 

 

図 4.12 リング状に切り出した試験片 

 

図図図図 4.13、図図図図 4.14に、レール母材および模擬白色層の磁化曲線を示す。模擬白色層で

は、レール母材に比べて飽和磁化および残留磁化は低下し、保磁力は増加した。これは、

結晶格子の歪および大量の格子欠陥により磁区の回転、磁壁の移動が妨げられ、磁化し

にくくなったことが原因と考えられる。 

0

0.1

0.2

0.3

0.4

0.5

体
積

抵
抗
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図 4.13 レール母材の磁化曲線 

 

 

図 4.14 模擬白色層の磁化曲線 
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4.6. 本章のまとめ 

 レール表面に発生する白色層と呼ばれる劣化層は、腐食剤の塗布により目視観察が可

能であるが、数キロにわたって発生している場合にはこうした手法は限界がある。また、

この方法では白色層の有無はわかっても、白色層がどの程度の厚みを持つのか、き裂を

含んでいるのかといった情報を得ることはできない。 

 白色層の膜厚はおおよそ 10 µmから 40 µmまでに集中して分布していることが、これ

までの調査でわかっている。白色層の生じたレール表層はビッカース硬さが 800 Hvと、

母材に比べて非常に硬くなっていることから、レール頭頂面のビッカース硬さから、膜

厚を推定することを試みたが、圧子が母材の影響を受けるため、硬さから膜厚を推定す

るには限界がある。 

 本研究は、渦電流法により電磁気的に白色層をとらえることを目的としている。そこ

で、基本物性である抵抗率と磁化特性と調べるため、白色層の生成過程を模擬した標準

試験片を作製し、物性評価を行った。体積抵抗率は、レール母材で 0.24 μΩ・m、模

擬白色層で 0.34～0.35 μΩ・m と、模擬白色層で体積抵抗率が増加する傾向がみられ

た。磁化曲線の測定結果から、模擬白色層では、レール母材に比べて飽和磁化および残

留磁化は低下し、保磁力は増加することが分かった。これは、結晶格子の歪および大量

の格子欠陥により抵抗率が増加するとともに、磁区の回転、磁壁の移動が妨げられ、磁

化しにくくなったことが原因と考えられる。 
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5. SQUIDを用いた非破壊検査の基本原理 

はじめに 

SQUIDの磁場検出原理および SQUIDを用いた非破壊検査の基本原理について述べ

る。磁気センサの中で最も高い感度を有する SQUIDは、数 10 µT程度の地磁気よりも

はるかに小さな磁場を計測できる能力がある。白色層の微小な電磁気的変化をとらえる

ために、本研究で採用した SQUIDを用いた非破壊検査の原理として、渦電流法につい

て述べる。 

5.1. SQUIDの動作原理 

磁気センサの中で最も高い感度を有する SQUID は、 数 10 µT 程度の地磁気よりも

はるかに小さな磁場を計測できる能力がある。図図図図 5.1に SQUIDによる磁場検出の原理

を示す。 

 SQUIDは、ひとつの超電導ループの中に、ひとつまたは 2 つのジョセフソン接合を

有する。超電導状態にある SQUID素子ループ内では、抵抗ゼロで電流が流れる。しか

し SQUIDの冷却温度、外部磁場、およびループに電流が流れることにより発生する自

己磁場の和によって、超電導状態で流せる電流の上限が決まる。この上限電流のことを

臨界電流と呼んでいる。ジョセフソン接合とは、この臨界電流が超電導ループよりも小

さな部分であるといえる。 

 ジョセフソン接合をもつ超電導ループの臨界電流は、外からループに入力される磁場

により変化するが、超電導ループを流れる電流を外部から直接測定することはできな

い。そこで外部からバイアス電流を流し、これに伴って発生する直流電圧成分を測定す

ることで、臨界電流の変化を知ることができる。 

 

図 5.1 SQUID磁場検出の原理 

 

バイアス電流

電圧

印加磁束

超電導リング

ジョセフソン接合



24 
 

 SQUIDの出力電圧は外部磁場に比例せず、一定周期で変化する。図図図図 5.2に SQUIDの

印加磁束-出力電圧特性を示す [24]。SQUIDのループに磁束を印加すると、臨界電流 �� 
が変化する。印加磁束をゼロから徐々に増やしていくと、�� の値は、臨界電流の最大

値から減少していき、印加磁束が磁束量子(�� = 2.07 × 10��		Wb)の 1/2となったときに

最少となる。さらに磁束を増やしていくと��は増加していき、印加磁束が�� となった

ときにもとの値となる。SQUIDに一定のバイアス電流を流したとき、SQUID両端に生

じる電圧は SQUID ループ内の印加磁束の大きさに対応して、単位磁束�� の周期で変

化する。 

 

 

図 5.2 SQUIDの印加磁束-出力電圧特性 

 

このままでは定量的な計測器として用いることはできない。このため測定系には磁場

と電圧の関係を線形化するための回路が用いられている。最も一般的な手法はFLL方式

と呼ばれる。SQUIDを貫く磁束が一定に保たれるようにフィードバックをかけることか

ら、磁束固定ループ（FLL： Flux Locked Loop）と呼ばれる。 

図図図図 5.3に FLL 回路のブロック図を示す。FLL 回路は、SQUIDに入力される信号磁場

と同じ量で逆向きの磁場をフィードバックコイルから SQUID に入力することで、

SQUID の出力信号が常にゼロとなるよう保つことが出来る。フィードバック量は外部

磁場に比例するため、このフィードバック量を出力として用いることで、磁場測定が可

能になる。 

 

Φ0

電圧

磁束
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図 5.3 FLL 回路構成例 
 

SQUIDのFLLが通常のフィードバックと大きく異なる点は、増幅度が入力に対して周

期的に変わることである。従って、フィードバックの安定点が無数に存在することであ

る。もし、FLLのスルーレートよりも速くて大きなノイズがSQUIDに入力されると、フ

ィードバック制御が追従できず、その前後で�� の整数倍だけ異なった安定点に対して

フィードバックがかかってしまうことがある。この異なった動作点で安定してしまうこ

とをフラックスジャンプと呼び、一般にはフラックスジャンプ量は知りえない。また、

SQUIDのダイナミックレンジを超えるような大きなノイズに対しては磁束ロックその

ものが出来なくなることがある。いずれの場合にも、SQUIDの動作点が変更されること

になり、測定は不連続となる。 

本研究で用いたSQUIDセンサの諸元を表表表表 5.1に示す。 

 

 

表 5.1 SQUID 素子の諸元 

CL1703-1.0 (住友電工システムソリューション(住友電工ハイテックス))  

サイズ  17 mmφ×4 mmｔ（端子部含まず）  

SQUIDサイズ  5 mm角  

磁束分解能  ＜90μφ0/√Hz＠10 Hz  

磁場分解能  ＜20ｐＴ/√Hz＠10 Hz  

磁場捕獲面積  ～0.009 mm２  

動作冷媒  液体窒素（－１９６℃）  

磁場/電圧変換係数  14 nT/V  

 

 

 

積分器

プリアンプSQUID

フィードバックコイル
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5.2. SQUIDを用いた非破壊検査の原理 

 本研究では、SQUID を用いた非破壊検査の原理に渦電流法を採用している。SQUID

を用いた渦電流法による白色層の検出システムを図図図図 5.4に示す。発振器から励磁コイル

に交流電流を通電し、レールに交流磁場を印加すると、レール表層にはこの磁場変化を

打ち消そうとする向きに渦電流が誘起される。それとともに、渦電流による誘導磁場が

発生する。渦電流は、レール表層の健全部では一様だが、白色層の部分では渦電流の流

れが変化し、それに伴い誘導磁場の振幅や位相が変化する。この誘導磁場の変化を

SQUIDにより検出することで、白色層の有無を知ることができる。 

実際に用いた励磁コイルは差動型であり、2つの励磁コイルが試験体に作る渦電流分

布が試験体不良箇所、つまり白色層部分で不均一となった場合、その差分が渦電流の作

る磁場として SQUIDで観測されることになる。なお、SQUID 直上に配置されたバラン

スコイルは、励磁コイルのわずかな非対称性による交流磁場が SQUIDに入力されない

よう調整するためのものである。 

 

 

 

図 5.4 SQUIDを用いた白色層の検出システム 

 

  

SQUID

励磁コイル

励磁用交流電源

レール母材
白色層

バランスコイル
調整用抵抗

抵抗
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導体中の電磁場を決定するための基礎方程式は、 

 

rot	� = −
�	�
  (5-1) 

rot	� = � (5-2) 

div		 = 0 (5-3) 

 

である。ここで、E は電場、B は磁束密度、H は磁場、i は電流密度を現す。これらに

加えて、等方的な導体であれば補助関係式として、 

 

 	 = 
	�,			� = �	� (5-4) 

 

が用いられる。µは透磁率、σは導電率である。(5-2)式に � = �	� を代入して両辺の発

散をとれば div	� = 0 となる。 

 (5-1)式の両辺の回転をとれば、 

 

rot�rot	�� = −
 ∂�
 rot	�	 (5-5) 

 

となる。上式の左辺をベクトル解析の公式により展開し、div	�=0 を代入すれば、Eに

対する方程式は、 

 

Δ� − 
	� ���
 = 0 (5-6) 

 

となる。同様に Hと iに対しても同形の方程式が導かれ、 

 

Δ� − 
	� ���
 = 0	 (5-7) 

Δ� − 
	� ���
 = 0	 (5-8) 

 

となる。 

 今、導体に磁場の時間変化を与え、導体に、 
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���, 
� = ������
�� (5-9) 

 

なる渦電流が生じたと仮定する。ここで�は導体深さ、�は磁場の角周波数、
は時間を
表す。(5-8)式より、�����の満たす方程式は、 

������� = ���
	�� (5-10) 

 

となる。この方程式の x→∞で有限な解は、 

 

����� = ���0���	�
���� �
cos(�
 − ����


2
� +

�
4
) (5-11) 

 

となる。このことより、導体中に透磁率、抵抗率が異なる部分が存在すると、誘起され

る渦電流密度が変化し、誘導磁場分布も変化することがわかる。また、渦電流の位相は

表面からの距離に比例して遅れることから、欠陥深さの推定には位相情報が用いられ

る。 

 

5.3. SQUIDによる非破壊検査の動向 

SQUID の高感度磁気検出特性を用いた装置としては、磁性材料や超電導材料の物性

評価を行う MPMS（Magnetic Property Measurement System)が、カンタムデザイン社から

市販され、普及している。物性測定ではこのほか、NMR(Nuclear Magnetic Resonance)な

どへも応用されてきている。 

また、SQUID の超高感度磁気センサとしての活用は、これまで非破壊検査や医療分

野において精力的に研究開発が行われている。 

 

（１）SQUIDによる非破壊検査技術 

1990年代後半に航空機部材を中心とした非破壊検査への適用を目指した研究開発が

精力的に行われた。航空機の車輪のクラック検査や、機体のアルミ合金を固定している

リベットの周辺クラックの探傷への適用が検討された [25]。従来の渦電流探傷では、

高周波を利用するため深部の探傷が難しい。そのため、複数のアルミ合金の深部情報を

得るには、リベットを取り外して検査する必要があった。渦電流探傷に SQUIDを用い

ることにより、低周波でも感度よく磁場を検出できるため、より深部の検査が可能であ

る。 
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実際の検査環境での使用を想定し、磁気シールドのない条件下で環境ノイズの影響を

いかに低減できるかが重要な課題となっており、その方面の研究が進められている。 

低温超電導 SQUIDでは、積層技術を用いて 1次微分、2次微分のグラジオメータが

開発されており、これを用いた移動型のシールドレス検査装置により SUS304などの鋼

材が検査可能であることが、東北電力の井澤らによって実証されている [26, 27]。開発

された検査装置は低温超電導用 SQUIDを用いたものであるが、大型の磁気シールドな

どの障壁がなくなりつつあることが示されている。 

また、高温超電導 SQUIDについても、環境ノイズの影響を低減する技術開発が積極

的に進められている。 

ノイズキャンセルの手法のひとつとして、２つの SQUIDを用いる手法も提案された。

鉛直方向に２つの SQUIDを配置することで、試験片に近い SQUIDでは信号をとらえ、

遠方の SQUIDでは主にノイズを測定することになる。２つの SQUIDから得られる信号

の差分を取ることで、S/N比の向上を図っている [28]。 

ただ、２つの SQUIDを用いる以外は、特段の磁気ノイズ対策を講じているわけでは

なく、使用可能な環境は比較的磁気勾配の小さな環境に限られる。 

D.F. Heらは、磁気ノイズを補償する回路を追加し、モバイル型 SQUIDマグネトメー

タを開発している。直流から 20 Hz程度の磁気ノイズのキャンセリングは良好である。

補償回路付高温超電導 SQUIDを用いて、強磁性体の測定に成功した [29]。 

一方、SQUID 自体は磁気シールドの中に置いたまま動かさず、シールド外の銅製ピ

ックアップコイルにより材料欠陥を測定する研究が、九州大の円福らにより進められて

いる [30]。 

2008年に、SRL の田辺らにより、磁束検出コイルに粒界が存在しない、ランプエッ

ジ接合を用いた HTS-SQUIDが開発された。150 µTの磁気ノイズを与えても、低ノイズ

レベルへの復帰が可能であることが示されている。この SQUIDは高い磁気ノイズ耐性

を持っていることが確認されており、従来型 SQUIDよりも 4~5桁ほど磁気ノイズ耐性

が高いことが示されている。豊橋技科大の廿日出らは、この SQUIDを用いて残留磁化

を持つ SUS304板材中の欠陥を、磁気シールドや補償技術を用いることなく、SQUIDを

スキャンさせて 10 mm/secの移動速度で検出することに成功している。 

その他の分野については表表表表 5.2にまとめる。 
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表 5.2 SQUIDの応用分野 

異物検査 食品中の異物検査装置（アドバンスフードテック） HTS-SQUID 

医療・バイオ 129チャンネルの脳磁システムを販売（島津製作

所） 

低温超電導SQUID。定置型などの

磁気シールドの使用が可能 

 抗原抗体反応の定量化を図る抗原抗体反応検査

へのSQUIDの適用（九州大など） 

磁気マーカ 

地質調査 ドイツ、オーストラリア、日本で適用検討が進めら

れている 

フィールド応用。コンパクトかつ感

度を上げるためにはSQUIDが有効 

半導体分野 ウェハのドーピング分布の観察、デバイスの故障

解析への適用 

レーザーSQUID 顕微鏡 

 

5.4. 本章のまとめ 

SQUIDはその原理により、超高感度な磁気センシングが可能である。SQUIDの超高

感度磁気センサとしての特徴を活かし、非破壊検査や医療分野への応用研究が盛んに行

われている。特に医療分野では、他の検査手法では到達できない分解能を持つ優れた心

磁計や脳磁計が開発されている。一方、非破壊検査の分野においても、自発磁化をもつ

もの、あるいは帯磁させた被測定物の発する磁場を測定することや、渦電流探傷のよう

な誘導磁場を検出する研究が進められている。特に近年は、液体ヘリウムを用いない高

温超電導 SQUIDを用いた非破壊検査手法が注目されている。 

 本研究では、高温超電導 SQUIDを用いたレール白色層の検出原理として渦電流探傷

の原理を採用することとした。レール鋼は残留磁化を有しているが、白色層、レール母

材ともに磁気を帯びているため、その差異を自発磁化からのみでは検出することが難し

いためである。 

 また、渦電流の位相は表面からの距離に比例して遅れることから、位相情報を得るこ

とで欠陥深さの推定が行える可能性がある。次章からは、SQUID を用いた白色層検出

の原理検証について説明する。 
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6. SQUIDを用いたレール白色層検査の原理検証 

はじめに 

SQUIDを用いた白色層検査の原理検証について述べる。原理検証のため、標準試験

片を用いた実験を行い、どの程度の膜厚までのマルテンサイト層の検出が可能であるか

を検証する。実レールの測定では、白色層位置に対応する信号変化について説明する。

これらの基礎的検討から、SQUIDによるレール白色層の検知可能性について述べる。 

6.1. 原理検証システム 

6.1.1. 試験装置 

 図図図図 6.1に、SQUIDを用いた原理検証試験における測定システムを示す。SQUIDは液

体窒素により 77 Kに冷却されている。発振器にはファンクションジェネレータを用い、

一定周波数の交流磁場を励磁コイルにより発生させる。励磁コイルには 5章で説明した、

2つのD型コイルを互いに鎖交磁束が逆向きとなるように配置したWDコイルを用いた。

SQUIDの出力はロックインアンプにより振幅と位相の情報を得た。測定は SQUIDを固

定し、ロボットアームによってレール試験片を移動させることで行った。 

 試験片は、4章の図図図図 4.7に示した模擬白色層試験片（膜厚 100, 1000, 5 µm）を用い、

検出評価ならびに波形分析を行った。 

原理検証システムでは環境ノイズを低減するために大型の磁気シールドを用いて環

境磁気ノイズを低減した。また、SQUID 直近の磁気ノイズを十分低減するため、磁気

ノイズキャンセル回路 [31]を導入した。ノイズキャンセルの範囲としては、直流~ 100 

Hzまでの周波数範囲とした。 
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図 6.1 試験装置構成 挿入写真はロボットアームを用いた測定時の様子 

 

図図図図 6.2にノイズキャンセルの概念を示す。ノイズキャンセル回路は、ローパスフィル

タ(時定数は：100 Hz)により低周波成分の入力信号を、位相を反転して SQUIDに磁場と

して再び入力することによって、低周波磁気ノイズをキャンセルすることができる。図図図図 

6.3は、ノイズキャンセルを行った場合と行わない場合について、SQUID出力のノイズ

スペクトルの比較結果を示す。60 Hz程度のノイズ成分が低減できており、かつ信号周

波数(200 Hz)は通過していることがわかる。 

 

図 6.2 ノイズキャンセル回路の概念 
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図 6.3 SQUIDノイズスペクトルの比較 (a) ノイズキャンセル無しと(b) 有のとき(0 ~ 

100 Hz). (c)ノイズキャンセル時の励磁信号が印加されていない場合と(d) 印加された場

合(200 Hz) 

6.1.2. 磁性体測定の困難さ 

環境ノイズに対しては、磁気シールドを用い、SQUID 直近のノイズに対しては磁気

ノイズキャンセル回路を用いて対策を行った。しかし、測定対象となるレール鋼は磁性

体であり、レール鋼そのものが残留磁気を帯びている。図図図図 6.4に未使用レールの残留磁

気を、SQUID よりも感度の劣る磁気センサであるフラックスゲートセンサで測定した

結果を示す。測定はレール中央付近で y軸方向に沿って行っており、各位置で x, y, z の

3 方向の磁束密度を測定した。未使用レールでは周期的な磁気勾配があり、残留磁気の

最大値は±300 µTを超えている。このような試験片を SQUIDでスキャンすると、図図図図 6.5

のようなフラックスジャンプを生じて磁束ロックがはずれ、連続測定が不可能となる。

実使用されたレールでは、表面で 1 mT程度の残留磁気があり、ノイズキャンセル回路

を用いても SQUIDによる連続測定はできなかった。 
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図 6.4 未使用レールの残留磁気測定結果 

 

 

図 6.5 レール測定時の SQUIDのロックはずれ 

 

 

そのため、原理検証段階では、まずレール鋼を十分消磁することで残留磁気の影響を

減じ、白色層の検出原理の検証を行うこととした。次のステップでは実環境を想定し、

レールを消磁しないで測定可能なシステムの構築を目指すこととし、研究開発のステッ

プを 2つに分けた（図図図図 6.6）。 
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図 6.6 本研究における検討ステップ 

 

6.2. SQUIDによる白色層模擬試験片の測定 

6.2.1. 励磁コイルの検討 

5.2章 で見たように SQUIDに入力される磁場の鉛直成分は励磁コイルと渦電流の作

る磁場の差分となる。ここでは WD コイルを内径が a の円コイルとして、基礎的な検

討を行う。 

円コイルの作る磁場は、次式で与えられる。 

・鉛直方向成分 

�� = 
�		� ���, �, ��
2	�	√4	�	� ��  �!
��"����, �, ����

+
�� − �� − ���� − ��� + �� �  �!
���(���, �, ���)# 

(6-1) 

 

・半径方向成分 

�� = 
�		� �	���, �, ��
2	�	�	√4	�	� �−�  �!
��"����, �, ����

+
�� + �� + ���� − ��� + �� �  �!
���(���, �, ���)# 

(6-2) 

 

ただし、 

 

研究開発ステップ

第2ステップ：実環境を想定した
システム構成の検討

第1ステップ：白色層検出の原理検証 大阪大学の
基礎試験装置を使用

鉄道総研で

システム構築

レールサンプルは消磁

消磁なしで測定可能なシステムへ
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���, �, �� = � 4	�	��� + ��2 + �2 (6-3) 

 

ここで、
� は真空の透磁率、� は通電電流、r は半径方向の位置、z は鉛直方向位

置を表す。また、Elliptic K, Elliptic Eはそれぞれ、第 1種、第 2種完全楕円積分を表す。 

 (6-1)式、(6-2)式を、半径方向にコイル線径、鉛直方向に巻き厚だけ積分すれば、コイ

ル形状を考慮した磁場分布は次式で得られる。 

 

・鉛直方向成分 

$ 	�� ��	�� (6-4) 

・半径方向成分 

$ 	�� ��	�� (6-5) 

 

 

 D 型コイルごとに線径 0.4  mmの銅線を 5巻ずつ巻くと、励磁コイルは半径方向に

0.4 mm、鉛直方向に 2 mmの厚みを有する。簡単のため、試験片の比透磁率は 1とし、

円コイル直径a = 10 mm、励磁コイルと試験片の距離を1 mm、通電電流を1 Aとおいて、

試料に作る磁場の鉛直成分�� の分布を計算した。計算結果のコンター図を図 6.7に示

す。図 6.7より、励磁コイルが試験片に作る磁場の鉛直成分は、励磁コイル径程度の広

がりを有していることがわかる。 

 

 

 
図 6.7 励磁コイルが試験片に作る磁場分布 
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 次に、渦電流が SQUIDの位置に作る磁場の鉛直成分を求めるために、図図図図 6.8のよう

に WD コイル、渦電流を円電流としてモデル化する。試験片に鎖交する磁束が変化す

ることで、試験片に(5-4)の第 2式に表される渦電流が誘起される。励磁コイルが試験片

に作る磁場の鉛直成分は、励磁コイル径程度の広がりを有していることから、渦電流も

直径 a 程度を有するものとして検討する。渦電流の径方向の分布を励磁コイルと同程

度とし、鉛直方向の厚みを 2 mmとして、励磁コイルと同形の電流ループを考える。 

 

 
図 6.8 SQUID検出部の円電流モデル 

 

 SQUID位置に磁束が鎖交するためには、2つの渦電流の分布に差異が生じる必要があ

る。ここでは、4.3章で用意した幅 4.4 mmの模擬白色層が試験片表層に存在するとする。

模擬白色層の厚みを渦電流の厚みと同じ 2 mmとすると、渦電流ループの抵抗を図 6.9

のように考えることができる。%���� は模擬白色層のない場合の渦電流ループの抵抗を

表す。模擬白色層がある場合には、渦電流ループの抵抗は母材部分の抵抗%����� と、模擬

白色層部分の抵抗%��の直列合成となる。 

 

 

(a) 模擬白色層がない場合 (b) 模擬白色層がある場合 

図 6.9 渦電流ループの等価回路 
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母材部分の抵抗%����� と、模擬白色層部分の抵抗%��の比率は、渦電流ループ長におけ

る、模擬白色層の占める割合により決まる。半径 a が模擬白色層の幅 4.4 mmよりも大

きい場合について、図 6.10に示す。ループ上における模擬白色層の長さは、図より 2s

であるから、模擬白色層の渦電流ループに占める割合& �����は次式となる。 

 

& ����� =
2� sin�� '�/2 (6-6) 

 

 

 
図 6.10 渦電流ループ長における模擬白色層の占める割合 

 

 %����� および%��は、模擬白色層の抵抗率を(��、母材の抵抗率を(����とし、渦電流ルー
プ長を)�、断面積を*�とすると、 

 

��� = 	
�����	���


���

 (6-7) 

�′���� = (1 −	
�����)����� 
���

  

 

と表すことができるから、図 6.10のように片側のコイル直下に白色層が存在するとき、

この渦電流ループの電流変化率は、 

 

θ

a/2
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模擬白色層
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%����%����� + %��
 (6-8) 

 

となる。この値は 4.5章より、(���� =0.24 µΩ・m、(�� =0.34 µΩ・mであるから、渦電

流ループをすべて模擬白色層が占めた場合(a = 4.4 mm)には、0.24/0.34 = 0.706となり、

レール母材に比べ模擬白色層では 7 割程度に渦電流が減少する。これより励磁コイル径

を小さくしても、すでに模擬白色層の渦電流ループに占める割合は 100%であるから、

渦電流は 7割減のままである(図 6.11)。 

 

 
図 6.11 渦電流ループ電流変化率のコイル径依存性 

 

 SQUIDとレールとの距離（リフトオフ）は、SQUIDを冷却するための液体窒素保冷

容器底面の厚みで決まってしまう。当初用いた保冷容器底面と SQUIDの距離は 9.5 mm

である。励磁コイルの厚みおよび励磁コイルと試験片の距離を合わせて、試験片表面と

の距離（リフトオフ）は 12.5 mmである（ 図図図図 6.12）。図図図図 6.13に、2つの渦電流ループ

が SQUID位置に作る磁場の鉛直成分について、(6-4)式により計算した結果を示す。励

磁コイル径を 10 mm程度としたときに、SQUID位置における磁場の鉛直成分が最大値

を持つことがわかる。 
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 図 6.12 SQUIDリフトオフと励磁コイル寸法 

 

 
図 6.13 渦電流が SQUID位置に作る磁場の鉛直成分の励磁コイル径依存性 

(リフトオフ 12.5 mm) 

 

6.2.2. 膜厚 100 µmの模擬白色層の検出 

製作した白色層模擬試験片のうち膜厚 100 µmの試験片について、SQUID非破壊測定

を実施した。測定では試験片表面に励磁コイルを近づけて試験片を走査した。励磁コイ

ル径とリフトオフの検討により、WD 型励磁コイルの径は 20 mm(Dコイル径 10 mm)と
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した。図図図図 6.14に模擬白色層のスキャン方向を示す。表表表表 6.1に模擬層膜厚 100 µmの測定

条件を示す。 

模擬白色層試験片測定結果を図図図図 6.15に示す。SQUIDの出力は、ロックインアンプに

より振幅と位相情報が得られるが、ここではまず信号のインピーダンス平面上における

x軸、y軸への投影、すなわち Cos成分および Sin成分に分けてみる。 

Cos成分については、模擬白色層位置と出力変化の位置が対応していることがわかる。

一方、Sin成分では出力が変化しているものの、模擬白色層位置との対応は Cos成分ほ

ど明確ではない。この結果について図図図図 6.16のようにインピーダンス平面で考えてみる

と、次のことが言える。 

・ Cos、Sin成分ともに電圧が負に変化していることから、インピーダンス平面の第 3

象限にあること 

・ このことから、渦電流による磁場の位相は、励磁コイルの作る磁場の位相よりも進

んでいる（または遅れている）こと 

・ Cos成分はインピーダンスのうち抵抗成分を表していることから、測定結果は抵抗

成分をとらえていること 

 

 

表 6.1 模擬層膜厚 100 µmのときの測定条件 

励磁コイル WDコイル(5巻) 

励磁コイル直径 [mm] 20 

励磁コイル電流 [mA] 300 

励磁周波数 [Hz] 300 

リフトオフ [mm] 12.5 
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図 6.14 模擬白色層を有する試験片のスキャン位置 

 

 
 

図 6.15 模擬白色層試験片膜厚 100 µmの測定結果 
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図 6.16 インピーダンス平面への投影 

 

図図図図 6.17には y 方向への走査を x方向に 2 mmピッチで繰返し、ロックインアンプの

出力の Cos 成分をマッピングすることで得られた 2次元測定結果を示す。模擬白色層

は図図図図 6.13(a)の 30 mmの位置を中心に 4.4 mmの幅で分布している。図では、試験片位置

20 ~ 40 mmの 20 mmの範囲において明瞭な信号が得られていることがわかる。一方、

模擬白色層のない試験片についても同一条件にて測定を行った。図図図図 6.13(b)のように、

模擬白色層のない試験片では、模擬白色層のある試験片のような明確な信号変化は得ら

れなかった。 

 

 
図 6.17 模擬層膜厚 100 µmの測定結果(2次元走査) 
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6.2.3. 励磁周波数の検討 

100 µmの膜厚を有する模擬白色層について励磁周波数 300 Hzにて測定を行った結果、

抵抗成分を表す Cos成分の変化が大きいことがわかった。ところで、模擬白色層の物性

評価からは、レール母材と比較して抵抗率、透磁率ともに変化することがわかっている。

模擬白色層の検出では抵抗成分だけでなく、透磁率の変化もとらえることができれば、

より検出感度を向上できると考えられる。そこで励磁信号の周波数を変化させ、応答信

号のインピーダンス変化を調べることとした。 

ただし周波数を変更した場合には、図図図図 6.18（a）のように渦電流の試験片への浸透深

さである表皮深さが変化する。図図図図 6.18（b）、(c)に示すように、模擬白色層の膜厚が表

皮深さ程度よりも薄い場合には、得られる信号強度が表皮深さの影響を受けてしまうこ

とが考えられる。周波数 200 Hz ~ 1000 Hzで表皮深さは 1800 µm ~ 800 µmの範囲で変化

することから、試験片は表皮深さの影響を極力受けないよう膜厚 1 mmと厚いものを用

いた。 

 

 

図 6.18 表皮深さと膜厚の影響 

(a) レール鋼での表皮深さの周波数依存性、 

(b) 膜厚が薄い場合と、(c) 厚い場合の渦電流分布のイメージ 

 

膜厚1 mmの試験片をy軸方向にスキャンした結果を、励磁周波数を200, 300, 500, 600, 

900, 1000 Hzと振って測定した結果を Cos、Sin成分ごとに一覧にした図を図図図図 6.19に示

す。いずれの信号分布も模擬白色層の位置の前後で正に変化し、模擬白色層位置では負

に変化していることがわかる。また、Sin成分は励磁周波数を高くするのに従って、振

幅が大きくなっていることがわかる。 

 

(a) レール鋼での表皮深さの周波数依存性

(b) 膜厚が薄い場合

(c) 膜厚が厚い場合
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図 6.19 模擬層膜厚 1 mmの測定結果の周波数依存性 

 

そこで、各周波数における Cos、Sin成分の出力電圧変化のピーク値をとって励磁周

波数に対してプロットしたものが図図図図 6.20である。励磁周波数を高くするに伴い Sin成

分の変化幅が、Cos成分と比較して大きくなっている様子がわかる。これを図図図図 6.21 の

ようにインピーダンス平面で見てみると、励磁周波数の上昇に伴いリアクタンス成分の

変化が大きくなっていることに対応する。すなわち、励磁周波数を変化させることによ

って、模擬白色層の物性変化のうち抵抗成分のみでなく、透磁率の変化もとらえること

ができることがわかる。以上から、レール鋼のような磁性体の測定では、リアクタンス

成分をとらえる周波数帯で測定することが有効であるといえる。 

 

 

図 6.20 励磁周波数と Cos、Sin成分の変化 

 

200Hz 500Hz 600Hz 900Hz 1000Hz

R Cos φ

R Sin φ

300Hz

y方向位置 [mm] y方向位置 [mm] y方向位置 [mm] y方向位置 [mm] y方向位置 [mm] y方向位置 [mm]

y方向位置 [mm] y方向位置 [mm] y方向位置 [mm] y方向位置 [mm] y方向位置 [mm] y方向位置 [mm]

出

力

電

圧

[V
]

出

力

電

圧

[V
]

R Sin φのピーク値

R Cos φのピーク値



46 
 

 

図 6.21 インピーダンス平面で見る信号変化に対応する励磁周波数の影響 

 

  

200 Hz
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6.2.4. 膜厚 5 µmの模擬白色層の検出 

 膜厚 100 µm模擬白色層の検出を踏まえ、模擬試験片における検出目標である膜厚 5 

µmの検出試験を行った。その時の測定条件を表 6.2 に、試験結果を図図図図 6.22 に示す。

励磁周波数は 400 Hz、600 Hzとした。 

両者とも、模擬白色層位置で信号変化が認められるが明瞭ではなく、励磁コイル径程

度の広がりを持っているように見える。模擬白色層位置での信号変化を明確にとらえる

には、空間分解能の向上も必要と考えられる。そこで、次に空間分解能の検討を行った。 

 

表 6.2 模擬層膜厚 5 µmのときの測定条件 

励磁コイル WDコイル(5巻) 

励磁コイル直径 [mm] 20 

励磁コイル電流 [mA] 300 

リフトオフ [mm] 12.5 

 

 

図 6.22 模擬層膜厚 5 µm測定結果(2次元走査)  
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 図 6.23に、励磁コイルと空間分解能の模式図を示した。いずれの場合も白色層の検

出感度は有しているとする。(a) コイル直下に白色層が 1つある場合と、(b) 白色層が

2つある場合では、ほぼ同様の検出波形となると予考えられる。この 2つの白色層を区

別して検出するためには、励磁コイルの大きさは白色層の幅以下であることが必要であ

る。模擬白色層は 4.4 mmの幅があるので、コイル径も 4.4 mm程度にするのがよい。 

ただし、6.2.1 章で検討したように、検出感度は励磁コイル径とリフトオフの関係で

決まるため、励磁コイル径を変化させる場合には、リフトオフも合わせて調整が必要で

ある。 

 

図 6.23 励磁コイルと空間分解能 (a) コイル直下に白色層が 1つある場合 (b) 白色

層が 2つある場合 

 

リフトオフは、SQUIDの保冷容器の底面断熱距離で制約を受けている。2つの渦電流

ループが SQUID位置に作る磁場の鉛直成分について、(6-4)式によりリフトオフを変え

て計算した結果を図 6.24に示す。励磁コイル径を 4 ~ 5 mm程度にするには、リフトオ

フを 8 mm以下にする必要があることがわかる。そこで保冷容器を改良し、リフトオフ

を 12.5 mmから 7 mmに低減した。以上の検討をもとに実験に用いた励磁コイル径は 4 

mmとした。リフトオフとコイル径を見直した測定条件を表表表表 6.3に示す。 

 
図 6.24 渦電流が SQUID位置に作る磁場の鉛直成分の励磁コイル径依存性 
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表 6.3 励磁コイル径およびリフトオフを見直した測定条件 

励磁コイル WDコイル(5巻) 

励磁コイル直径 [mm] 8 

励磁コイル電流 [mA] 440 

励磁周波数 [Hz] ~1000 

リフトオフ [mm] 7 

 

測定条件を見直し、膜厚 5 µmの模擬白色層試験片の測定を再度行った。測定結果の

2次元コンターを図図図図 6.25に示す。励磁コイル径 8 mmの幅で、出力電圧が明確に変化

していることがわかる。 

以上から、SQUID による渦電流法を用いた本システムは、白色層検出に十分な感度

を有することを検証し、実レール白色層検出の可能性を示した。 

 

 
図 6.25 模擬層膜厚 5 µmの測定結果(2次元走査) 

模擬層位置

x

y



50 
 

6.3. SQUIDによる実レール白色層の測定 

模擬白色層検出試験を通じて、SQUID 測定システムのコイル径、リフトオフ、周波

数などを調整し、膜厚 5 µmの検出が行えた。実レールの白色層膜厚は 4.2章でみたよ

うに 10 µm～40 µmに分布しており、本システムは十分にこれを検出する能力を有して

いると考えられる。そこで、実レール白色層の検出試験を行うこととした。 

実レール白色層の測定には、レールの頭頂部を切り出し試験片として用いた。図図図図 6.26

に切り出したレール頭頂部の測定エリアを示す。測定は、白色層のある部位に対応する

40 mm×20 mmの範囲を実施した。なお、当該試験片の直近を切り出し、断面を観察し

て、白色層の膜厚は 30 µm程度であることを確認している。 

 

図 6.26 実レール試料の測定位置 

 

 

 

切り出し部位

測定エリア
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実レール白色層の測定条件を表 6.4に示す。条件は模擬白色層 5 µmのときと同一とし

た。 

測定結果の 2次元コンターを図図図図 6.27に示す。白色層および周辺クラックの箇所で対応

する箇所に明確な信号変化が認められ、SQUIDにより白色層検出の原理検証に成功し

た。 

 

表 6.4 実レール白色層測定条件 

励磁コイル WDコイル(5巻) 

励磁コイル直径 [mm] 8 

励磁コイル電流 [mA] 440 

励磁周波数 [Hz] ~1000 

リフトオフ [mm] 7 

 

 

 
 

図 6.27 白色層分布と SQUIDによる検出結果 

白色層

クラック クラック

白色層
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6.4. 本章のまとめ 

白色層検出のために、SQUID を用いた渦電流検査システムを構築した。原理検証シ

ステムでは環境ノイズを低減するために大型の磁気シールドを用いた。また、SQUID

直近の磁気ノイズを十分低減するため、磁気ノイズキャンセル回路を導入した。ノイズ

キャンセルの範囲としては、直流~ 100 Hzまでの周波数範囲とした。レール試験片はい

ずれも十分に消磁したものを用いた。 

SQUID とレール試験片の距離と、励磁コイルの関係について検討を行い、感度が最

適となる励磁コイル径を決定した。また、構築した検査システムを用い、標準試験片で

の原理確認試験を実施し、リアクタンス成分の変化が捉えられる周波数領域を利用する

のが有効でることを確認して測定条件の最適化を行った。また、膜厚 5 µm の模擬白色

層の検出において、空間分解能を向上させるため、励磁コイルとリフトオフについて見

直した。その結果、模擬白色層試験片での検知試験では、膜厚 5 µm程度まで検出可能

であることが分かった。これをもとに実レールの測定を行い、ノイズ低減環境において

実レール白色層検出の原理検証に成功した。 

 以上の基礎的検討から、SQUID によるレール白色層の検知可能性について示すこと

ができた。次章ではフィールドでの測定が可能な走行型の検査装置について検討し、発

展させた内容を説明する。 
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7. SQUIDレール検査装置の開発 

はじめに 

原理検証に用いた測定システムは、SQUIDを大型の磁気シールドで磁気ノイズから

保護するとともに、レールの残留磁気ノイズを低減するため、消磁した試験片を用いて

いた。しかし、フィールドでの非破壊検査を前提とした場合、ノイズ対策を十分に検討

する必要がある。本章では、レールには検査プローブのみを接近させ、SQUIDを小型

の磁気シールドで保護して、インプットコイルから信号を得る測定システムを構成し、

ノイズおよびレールの残留磁化の影響を受けにくい安定な測定システムを構築した内

容について述べる。 

7.1. 屋外測定に向けた測定回路 

前章の原理検証のための測定システムによって、SQUID を用いた白色層の検出が可

能であることを確認することができた。しかし、実レールの検査においては SQUIDを

フィールドで使えるようにする必要がある。 

SQUID は他センサでは到達不可能な感度を有しているが、それゆえノイズに非常に

弱いという欠点を持つ。原理検証システムでは、大型の磁気シールドを用いて環境ノイ

ズを低減し、レールをいったん消磁し、かつノイズキャンセル回路を用いることで、初

めてレールの測定が可能となった。ところが、フィールドに敷設された実レールを測定

する場合には、レールを消磁するなどの前処理を行うことは、検査時間が増大するため

好ましくない。また、環境ノイズ対策として大型の磁気シールドを用いることもできな

いため、実測定環境に即した磁気ノイズ対策が必要となる（図図図図 7.1）。 

 

図 7.1 磁気ノイズ対策の重要性 

 

磁気シールド保護
レールを消磁 + ノイズキャンセル回路
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残留磁化 磁気シールド

レール
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地磁気は、環境にもよるがおよそ±50 µT 程度の揺らぎを持つ。また、周辺機器の発

する電磁波はスパイク状のノイズとなって SQUIDに飛び込む。これらの磁気ノイズ対

策として、磁気シールドや磁気ノイズキャンセル回路の適用が考えられる。 

一方、検査対象となるレール自体が残留磁気を帯びており、未使用レールで±300 µT

以上、使用レールで 1 mTと、SQUIDにとっては非常に大きな磁気を持つ。このような

磁場分布中を SQUIDが動くと、たとえ移動速度が遅くとも、スルーレートは非常に大

きなものとなり、SQUID の磁束フィードバックが追従できず、磁束ロックが外れてし

まうことで、定量的な測定は困難となる。このような大きな磁気ノイズへの対策として、

ノイズキャンセル回路を増強することもひとつの方法として考えられる。 

しかし、将来的にレール上を走行して検査を行うツールとするためには、検査システ

ムはユーザーユレンドリーである必要がある。フィールドでの使用を想定する場合に、

プローブ部に SQUIDや真空容器が配置されるシステムでは、取扱いや故障時の交換と

いった場合に煩雑であるとともにコストがかかる。フィールドで使用する検査システム

としては、レールに接近するプローブは堅牢なものであり、万が一故障または破損した

場合にも交換容易性が求められる。 

そこで、フィールドで使用可能なシステム構築を目指し、検査システムを改良するこ

ととした。改良システムのコンセプトは、プローブ部を堅牢にすること、SQUID はノ

イズ源から遠ざけ、安定動作を確保することである。 

 前章の SQUIDを用いた渦電流探傷システムは、励磁コイルと SQUIDを同軸上に配置

する方式であった。この方式は SQUIDを用いた渦電流探傷で一般的に採用されている

測定方式である。しかし、本研究で測定対象とする鉄道用レールでは、頭頂面で最大 1 

mT 程度の残留磁化があり、磁気シールドのない状態で SQUIDを測定対象に接近させ

なければならないこの方式で、磁性体を安定に測定することは困難である。前章の測定

では低周波磁気ノイズをキャンセルするためのノイズフィードバックをおこない、さら

に残留磁化の影響を最小限におさえるため、測定前にレールの消磁処理を行っていた。

しかし、現地で測定を行うためには、消磁など前処理の必要が無く、かつ S/N比の良好

なシステムが望まれる。 

 地磁気などの環境磁場中で SQUIDを動作させる方法について様々な検討がなされて

おり、SQUIDを完全に磁気シールドに格納できる SQUIDピコボルトメータについても

検討されている [30]。本研究では、環境磁場およびレール残留磁化の影響を減じるた

めに、SQUIDの測定システムを図図図図 7.2 のように構成した。レールには、室温にある探

傷プローブのみを接近させる。探傷プローブは励磁と検出を兼ねた差動型コイルとして、

2つのマイクロインダクタコイル(1 mH、 直径 5 mm)を組み合わせ、2つのコイルをブ

リッジ回路の構成とした。 検出部の回路図を図図図図 7.3に示す。レールにはプローブのみ

を接近させる。レールに白色層がない場合には、プローブ部、インプットコイルを含め

た中間回路は、レールと相互インダクタンスで結合されており、レールとの結合を含め
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てブリッジバランスは保たれている。そのため、この状態ではインプットコイルに電圧

は発生しない。試験片の異常個所にさしかかったときに、2つのコイルによって発生す

る渦電流分布が変化すると、レールとコイルの相互インダクタンスが変化するためブリ

ッジバランスが崩れ、インプットコイルに電圧が発生する。この磁束を SQUIDが検出

することにより、白色層を検出することができる。 

この方式だと、SQUID 自体は磁気シールドに完全に格納することができ、かつレー

ルから離れた位置に配置することができるため、レールの残留磁気の影響を受けにくい

安定的な測定システムとすることができる。開発した測定システムのプロトタイプの写

真を図図図図 7.4に示す。 

 

 

 

 
図 7.2 屋外測定に向けた測定システム 

 

SQUID

検出プローブ
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図 7.3 屋外測定に向けた測定システムの検出部の回路図 

 

 

図 7.4 屋外測定に向けた改良システムプロトタイプの外観 

  

SQUID
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7.1.1. 検出回路の感度特性 

 開発したレール検査装置の検出回路は、励磁コイルと SQUIDの間に挿入された中間

回路によって、SQUID で検出できる信号の周波数特性が決定される。ブリッジ部と伝

送ケーブル、インプットコイルを含めた回路は、図図図図 7.5のようになる。ここで、���,��� 

はプローブとなるマイクロインダクタ、���,��� は抵抗を、�� = ��,�� = ��,�� = �� は

伝送ケーブルの抵抗、インダクタンスおよびキャパシタンスを表す。また、インプット

コイルの抵抗、インダクタンスを����	
 , ����	
 とする。 

 

 
図 7.5 ブリッジ回路とインプットコイルの等価回路 

 

ブリッジ回路の端子 1-1’間の電圧を���、入力側のインピーダンスを��� とおくと、 

 

��� = � ���
��� + ��� −

���
��� + ���� �� (7-1) 

��� =
���	���
��� + ��� +

���	���
��� + ��� 

(7-2) 

 

同様に、端子 2-2’間の電圧および入力側のインピーダンス ��,�� は、 

 

�� =
��

�� + �� + �� + �� ��� (7-3) 

�� =
(�� + �� + ��)��
�� + �� + �� + �� 

(7-4) 
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と書けるので、伝送回路は図 7.6の等価回路で表すことができる。 

 

 
図 7.6 伝送回路の等価回路 

 

このとき ����	
に流れる電流は、 

 


���	
 = ��
�� + ����	
 + �	�	����	
 (7-5) 

 

と表すことができる。 

使用したコイルなどのパラメータは表 7.1に示す値を用いて計算した、インプットコ

イル電流の周波数特性を図図図図 7.7に示す。2～3 kHz程度まではフラットな周波数特性を

持っているが、10 kHzあたりで-3dBの低下となっている。ノイズキャンセル回路は信

号に対してはハイパスフィルタの役割をするため、実際の回路は 100 Hz ~ 10 kHzまで

のバンドパス特性を有するものと考えられる。 

 

表 7.1 検出回路のパラメータ 

ブリッジ回路 インプットコイル 伝送回路 

インダクタンス 抵抗 インダクタンス 抵抗 インピーダンス 

[μH] [Ω] [μH] [Ω] [Ω] 

1000 50 100 50 50 

 

Z0 Rinput

LinputE0
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図 7.7 中間回路の周波数特性 

 

7.2. 改良システムによる白色層模擬試験片の測定 

改良した測定システムにて、模擬白色層の測定を実施した。測定は検出プローブを固

定し、ステッピングモータ駆動の自動 XY ステージにより試験片を移動させて行った。 

SQUID 出力は、ロックインアンプを用いて位相検波し、サンプルの健全部に対する

模擬白色層信号の位相変化を比較した。図図図図 7.8 に膜厚 5 µmのときの測定結果を示す。

横軸はステージの移動量を示している。探傷プローブには差動コイルを用いているため、

一つ目のコイルが白色層上を通過したときと、もうひとつのコイルが白色層上を通過し

たときに信号が発生する。グラフ中に peak to peakで示した部分が検出波形であり、膜

厚 5 µm の位相変化量は 0.4 deg程度であった。 

差動コイルによる貫通孔検出時の出力波形の模式図を図 7.9に示す。差動コイルが孔

に近づくと、一方のコイルが孔周辺に作る渦電流のループが小さくなり、渦電流分布が

変化し、差分出力が生じる。その後、渦電流が孔を迂回できるまで孔に近づくと、今度

はループが大きくなり、逆向きに出力が生じる。片側のコイルが孔を通過し、もうひと

つのコイルが孔に近づくと、最初のコイルとは逆の順番で出力が生じることになり、孔

を通過するときの波形は全体としてのようになる。白色層を通過した際の波形も、基本

的にはこうしたピークをもつ出力が生じると考えられる。図 7.8では、比較的このよう

な波形パターンが良好に現れている。 

図図図図 7.10には膜厚 5、50、90、140 µmの試験片の測定結果を膜厚と位相変化について

まとめたグラフを示す。図より、膜厚の増加に従い位相変化も大きくなることがわかる。

(5-11)式で示したように、導体中に透磁率、抵抗率が異なる部分が存在すると、誘起さ
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れる渦電流密度が変化し、誘導磁場分布も変化するが、このとき渦電流の位相は表面か

らの距離に比例して遅れる。測定結果から、こうした対応関係があることが実験的にも

確認できた。 

 

 
図 7.8 膜厚 5 µmの測定結果 

 

 

 

図 7.9 貫通孔通過時の渦電流分布と出力波形の模式図 
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図 7.10 位相差の白色層膜厚依存性 
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7.3. 走行型レール検査装置の製作 

 屋外に敷設された状態でレールを測定するためには、レールにそって検査プローブを

走査することが必要となる。そこで、レール上を走行しながら白色層の測定が可能なよ

うに、レール走行装置を製作した。図図図図 7.11にレール走行装置の図面を示す。 

 

 

図 7.11 レール走行装置 

 

レール検査装置は、検査プローブと SQUID、SQUID格納デュワーを搭載し、1本の

レール上を走行することができる。レール検査装置はモータにより駆動され、速度や移

動距離はプログラムにより設定することが可能である。走行時にはエンコーダ出力によ

り、検出信号がどの位置のものかを記録することができる。 

 

図 7.12 レール走行装置-SQUIDおよび検査プローブ 

磁気シールド

(SQUIDセンサ格納)

磁気シールド
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プローブ
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7.4. 走行型レール検査装置による実レール白色層の検出 

SQUID アンプ部、検査プローブをレール走行装置に搭載し、実レール白色層の検出

試験を実施した。検査エリアを図図図図 7.13の点線で示す。SQUID検査装置はこのエリアを

矢印の方向に移動する。 

 

 

 

図 7.13 白色層レール 

 

 

検査装置を 5 mm/secの速度で移動しながら検査を行った結果を図図図図 7.14(a)に示す。白

色層のある位置を中心に位相が変化していることがわかる。 

検査速度を 15 mm/secに変更して、再度測定を行った結果を図 7.14(b)に示す。5 

mm/secで走査したときと同様の波形が、白色層の位置を中心にとらえられていること

がわかる。また、位相の変化量は 2deg程度であることから、図図図図 7.10 より膜厚は 15 µm

程度であることが示唆される。 

図 7.8 の模擬白色層の検出波形は、図 7.9 に模式的に示した渦電流分布の変化に対

応した波形が確認できたが、図 7.14で得られた波形ではそれが明確ではない。これは

白色層の形状が複雑であること、白色層の膜厚が一定ではないであろうことが原因して

いると考えられる。 

 

60 mm程度

白色層
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図 7.14 (a) スキャン速度 5 mm/sec (b) 15 mm/sec 検査結果 

  

白色層位置

(a)

(b)
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7.5. 本章のまとめ 

フィールドでも SQUIDによる検査が行えるよう、測定回路の見直しを行った。レー

ルには検査プローブのみを接近させ、SQUIDを小型の磁気シールドで保護して、イン

プットコイルから信号を得る測定システムを構成し、ノイズおよびレールの残留磁化の

影響を受けにくい安定な測定システムを構築した。この方式だと、SQUID 自体は磁気

シールドに完全に格納することができ、かつレールから離れた位置に配置することがで

きるため、レールの残留磁化の影響を受けにくい安定な測定システムとなった。 

改良したシステムにて模擬白色層検出試験を行った結果、膜厚 5 µmの模擬白色層も

十分検出可能な感度を有することがわかった。さらに、異なる膜厚の模擬白色層を有す

る試験片を測定した結果において、白色層で見られた位相変化と膜厚には相関があるこ

とが示唆された。このことから、SQUID を用いた渦電流測定により、白色層の膜厚が

推定できる可能性が示された。 

さらに、屋外型に改良した測定システムを、レール走行装置に搭載し、実レール白色

層を測定した。プローブ部にブリッジ回路(微分回路)を用いることで、走行試験におい

てもノイズの少ない白色層検出波形を得ることができた。5、15 mm/secの走査速度にお

いて、実レール白色層の検出に成功した。これにより SQUIDを用いたレール白色層検

査の可能性を示すことができた。 
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8. 展望 

8.1 劣化診断の可能性 

適切な保守、管理計画に基づく修繕は、鉄道の安全・安定輸送を確保する上では極め

て重要である。鉄道の設備は長大かつ膨大であり、維持管理コストも莫大となるため、

いかに効率よくメンテナンスを行うかが、重要な課題となっている。 

メンテナンスを効率よくおこなうためには、どこに、どのような修繕が必要かを知る

必要がある。また、事後修繕ではなく、事前に損傷の兆候をとらえて対処する、予防保

全の考え方は、メンテナンスコストの低減に有効であるといわれている。予防保全を行

うためには、材料を劣化レベルで早期に発見し、その状況を把握可能な検査手法が、効

率の良いメンテナンスを行う上で必要になってくる。 

鉄道用レールでは、レール頭頂面に発生する白色層が、シェリングやレール内部へ進

展するき裂の起点になる場合がある。また、第 3章でみてきた空転傷やきしみ割れとい

ったレール表層部で生じるき裂も、レール内部へ進展し、レール折損を引き起こす可能

性がある。 

予防保全を行うためには、検査手法はこうしたレール表層のごく浅い領域で発生する

組織変化、あるいは微小き裂をとらえるのに十分な精度および感度を有している必要が

ある。しかし、現在実施されている検査では、疲労や劣化、損傷に至る手前での劣化診

断が難しい。 

本研究で開発した SQUIDレール検査手法は、レールの表層で発生する白色層を検出

可能な感度を有している。このような高感度なセンサを用い、劣化や微小き裂を検出し

たとしても、それがどのようにき裂に進展していくかといったき裂進展のメカニズムが

解明されなければ、有効な判断基準をえることはできない。損傷メカニズムは、これま

で材料力学や材料組織観察を中心に精力的に研究がなされているが、営業線で生じるよ

うなレールの疲労や損傷は、現場のレールを採取する以外にサンプルの取得の方法がな

いこともあって、なかなか十分には観察できない。実験室レベルでのサンプル作製も、

実レールに生じている応力条件や摩擦熱の条件を十分に再現することはできないこと

から、定量的な把握はほとんどなされていないのが現状である。SQUIDレール検査装

置を用いてレール頭頂面に発生する白色層の情報を広く収集できれば、シェリングや微

小き裂といったレール頭頂面の損傷との相関を検討する有効な手段が得られ、鉄道用レ

ールでも予防保全の考え方に基づいたメンテナンスを行うことが可能になるであろう。

こうして収集したデータは膨大となるが、最近急速に開発されているビッグデータの解

析技術を活用することができるだろう。 

設備の損傷を防ぐには、損傷に至る前段階での予防に加えて、設備自体を損傷しにく

くすることも有効である。鉄道用レールでは、こうした観点からレールそのものを強く



67 
 

するベイナイトレールの提案もなされている [32]。このような新材料と、効率的なメ

ンテナンス手法を組み合わせれば、鉄道の補修管理コストは飛躍的に低減されるであろ

う。 

鉄道システムは、複数の設備が有機的に組み合わされることで、一つのシステムとし

て機能する。そのため、劣化、損傷といった現象についても、一つの設備で閉じた現象

であるとは限らず、境界領域に発生することが多い。こういった境界領域の問題につい

ても、高感度かつ詳細な検査で得られるデータの活用により、新たな解決手段が見いだ

されるかもしれない。 

境界問題を検討するには、現象の相関を把握する必要があり、検査データを相互に利

用可能なネットワークの構築が重要となる。これまでは、車両、レールといった境界問

題を有する設備においても、個別最適化を目指してメンテナンスコストの削減努力が行

われているが、それぞれの設備において、データのデジタル化を進めるだけでなく、そ

れらのデータをネットワーク上でリンクさせることができれば、鉄道システムのメンテ

ナンスの全体最適化が可能である。 

一方で、比較的小規模な鉄道事業者においては、全体最適化に要する投資がかえって

コスト増加を招くこともありうる。そのような場合にも、個別要素に対して効率的なメ

ンテナンス手法を導入することは効果的であろう。 

しかし、これまでのように画一的な保守基準が適用されるならば、鉄道事業者の保有

する線区特性にあったメンテナンスができるとはかぎらない。それぞれの鉄道事業者に

適したメンテナンスをするためには、それぞれの鉄道事業者の個性を、きめ細かく把握

することが必要である。そのためにも線区情報を詳細に把握できる検査手法が必要であ

り、本研究で開発した SQUIDレール検査装置は、そのような検査方法の可能性を示す

ことができたと考える。 

 

8.2 SQUID冷却に適した冷凍技術 

SQUID をフィールドで用いるためには、冷凍機を用いることが望ましい。液体窒素

冷却の SQUID装置では、スタートアップの際に初期冷却の時間を要するほか、容器構

造によっては閉塞防止に注意を払う必要があるなど、取扱いには知識と技術を要する。

さらに屋外で使用する場合、定期的に液体窒素を補充するか、十分な量の液体窒素容器

を装備する必要がある。冷凍機を用いればスイッチひとつで冷却が行えるため、こうし

た煩雑さから解放され、フィールド用検査装置として導入されやすくなると考えられる。 

フィールド用の冷凍機としては、軽量、コンパクト、可搬性などが求められる他、効

率のよい冷凍機であることも重要である。低温部に可動部を持たないパルス管冷凍機は

構造が簡単であり、小型化も容易である。一般的に小型になるほど冷凍機の効率が低下

するが、本稿付録 A.1 に示す並列パルス管冷凍機は、2基のパルス管冷凍機の運転周期
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に 180°位相差を与えて圧縮機負荷を均一にすることで、COP(Coefficient Of 

Performance: 成績係数)向上が可能である。 

付録 A.2 に取り上げた磁気冷凍は固体の吸発熱現象を利用するためエントロピー密

度が高い。気体の圧縮膨張を用いないため圧縮機が不要で、コンパクトで軽量な冷凍機

を構成できる可能性がある。 

本章では、異なる磁気作業物質を磁気冷凍装置に搭載した場合に、システムに与える

影響を検討した。磁気冷凍は、液体ヘリウム、液体水素、液体窒素など様々な温度領域

において動作する磁気作業物質が研究開発されているが、磁気作業物質の物性に適した

運転条件を選択することで、磁気作業物質のポテンシャルを引き出すことが可能である

ことを示した。 

一方で、SQUID を冷凍機で冷却する場合には、磁気ノイズの問題があり、磁気ノイ

ズ対策について研究が行われている。SQUID の冷凍機冷却には以下のような課題があ

る。 

� 冷凍機本体内の磁性蓄冷材や磁性体モータから磁気ノイズが発生する 

� 冷凍機の振動が SQUID に伝達され、SQUID が環境磁場中を振動することにより

磁気ノイズを受ける 

� ガスの配送・冷却に用いるコンプレッサー内の磁性体モータが磁気ノイズを発生す

る 

� 冷凍機低温端（コールドヘッド）が環境温度の変化を受け、SQUID の感度が変化

する 

低温部に可動部のないパルス管冷凍機は、低温部にディスプレーサを持つ GM冷凍機

やスターリング冷凍機に比べて室温部の加速度や変位が小さく、パルス管冷凍機を搭載

した計測システムは計測時のノイズを低く抑えることができる [33]。藤本ら [34]は、

G-M 型パルス管冷凍機と SQUIDを銅細線で接続し、センサを伝導冷却することで、セ

ンサ部の変位は±1.0 µm以下に抑えられ、センサ部への振動の伝達を低減している。廿

日出ら [35]は、環境磁気ノイズ低減性に優れた HTS-SQUIDグラジオメータを用い、

SQUID設置ステージを冷凍機冷却端から分離する構造とすることで、SQUID温度安定

性を確保し、液体窒素冷却と比較しても、システム磁束ノイズのほとんど増加のない低

ノイズシステムを構築した。冷凍機のコールドヘッドと SQUIDの間は、銅細線により

伝導冷却を行っている。また、冷凍機の材料はアルミニウム、アクリルなどの非磁性体

により構成し、冷凍機本体からの磁気ノイズを低減している。 

これらの先行技術を、屋外測定に向けて改良したシステムに適用した場合の冷凍機冷

却構成を図 8.1 に示す。冷凍機には鉄道総研にて開発した高効率 GM パルス管冷凍機

をベースに小型化した冷凍機を想定する。冷凍機からの振動伝達の抑制と、SQUID 温

度安定化のため、冷凍機コールドヘッドと SQUIDは直接接続せず、銅細線で製作した

伝熱線と熱バッファを介在させる。 
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本 SQUIDシステムは、SQUID素子を全方位磁気シールドで保護することができるた

め、上記のような磁気ノイズに対しても優れた耐性を有するシステムであると考えられ

る。冷凍機冷却型システムでは、SQUID とインプットコイルおよびノイズキャンセル

コイル部のみを覆うことができる小型の磁気シールドを設置する。本システムの

SQUIDへの信号伝達経路はインプットコイルのみであるため、図のように SQUID周囲

を磁気シールドで保護することによって、冷凍機や圧縮機の電磁ノイズを低減すること

が期待できる。また、これらのノイズは圧縮機駆動周波数（～60 Hz）、バルブ閉回（～

2 Hz）程度であるため、ノイズキャンセル回路により十分キャンセルすることができる

ことから、冷凍機冷却型システムとしても優位性を持つシステムであると考えられる。 

 

図 8.1 屋外測定型システムの冷凍機冷却構成 

 

8.3 実用化への課題 

 本研究において SQUIDレール検査装置により実レール白色層検出の可能性を示す

ことができたが、実用化へは以下のような課題について、さらなる検討が必要である。 

(1) 測定信号の物理的解釈 

7 章において、模擬白色層を用いた定置試験による膜厚 5 µmの検出波形、および

膜厚と位相変化の相関について示した。検出波形は貫通孔などを通過した際の模式

的パターンと比較的良好な対応が確認できた。また、膜厚と位相変化についても、

一定の対応関係が示唆された。一方、検査装置による実レールを用いた走行試験で

は、白色層を通過した際に波形変化をとらえることができたが、波形パターンは理

想的な状態におけるパターンとは異なるものであった。実際の白色層の波形は模式
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的なピークが認められない。これは白色層の形状が複雑であること、白色層の膜厚

が一定ではないであろうことが原因していると考えられる。 

実レールに分布する白色層が unknownな場合に、得られた波形の判定基準をどの

ように設定するか、といった問題に関しては、キズ波形などとの分離も含め、波形

パターンの蓄積が必要であるとともに、逆問題解析による推定手法の検討など総合

的な検査手法の深度化が必要と考えられる。 

 

(2) 高速走行時の評価 

7.4章において、レール走行装置による白色層検査速度は 15 mm/secとした。一方、

最終的に超音波探傷のように探傷車に搭載することを想定すると、探傷速度は

30~40 km/h = 8000~11000 mm/secが必要となる。このような速度域において、本

研究で行った 5-10 mm程度の空間分解能を得ようとすると、励磁周波数を 500倍

以上に上げる必要がある。レール検査装置で用いた励磁周波数は 3.5 kHz程度であ

るから、MHz 帯の周波数を上げなければならない。このような周波数帯では、伝

送回路の周波数特性が低下するため、回路パラメータの検討が必要である。また、

高周波回路が分布乗数を持つ領域となる場合には、伝送回路の長さなどの検討も必

要である。また、SQUIDについても通常帯域は数百 kHz以下である。高周波回路

への適用には、高周波向けに調整された SQUID 素子を用いる必要があるなど、回

路構成が異なってくる可能性がある。どの程度の分解能が必要かといった検討も重

要になってくると考えられる。 

 

(3) 車両搭載時の機器ノイズ対策 

高速走行時の振動によるノイズ増加の影響については、本研究でみた 15 mm/sec程

度であれば検出波形の S/Nは良好であったが、高速走行にともない振動も大きくな

ることが予想される。振動はリフトオフノイズとなって現れる。ロックインアンプ

の同期検波の位相を、リフトオフノイズの位相と直角にすることで、信号波形と分

離する手法があるが、適用可能性について検証する必要がある。 

(4) 車両搭載時および冷凍機冷却時の磁気ノイズの影響評価 

車両搭載時の機器ノイズや、冷凍機の磁気ノイズについても対策が必要であるが、

SQUID を全方位シールドできる本方式は、磁気ノイズ対策も実施し易いと考えら

れる。 

 

(5) き裂などとの区別 

劣化診断のためには、白色層とき裂やシェリングの定量的な関係を把握することが必

要となる。定置試験において膜厚と位相差の関係を示したが、SQUID 検査装置により

走行しながら検査を行った場合についても、今後データを蓄積していく必要がある。 
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9. 結論 

鉄道事業において、レールのメンテナンスの省力化・効率化が非常に重要な課題とな

っている。レールの探傷も探傷車による走行中の検査が可能であるが、走行後の手検測

による確認検査が必要であるなど検査コストがかかっている。メンテナンスは、レール

折損などを引き起こさないための予防保全の考えに基づくが、効率的・効果的な修繕を

計画的に実施し、ライフサイクルコストを低減するためには、設備の健全度を把握した、

より高度な予防保全が重要である。 

 このような健全度の把握には、損傷に至る前段階すなわち劣化診断が必要であるが、

現在のところレール劣化診断技術は確立されていない。そこで、本研究では、レール交

換要因の多くを占めるシェリングの一要因である白色層について、SQUID を用いた非

破壊検査手法の開発を行った。 

 

以下に、第 3 章から第 7 章で行った研究の成果をまとめる。 

 第 3章では、レールの損傷形態について主だったものを整理した。レールの主な損傷

形態には、シェリング、きしみ割れ、空転傷、摩耗などがある。これまでの調査や経験

により一定の検査周期や判定基準が得られているものの、在来線への適用や個別の線区

への適用などではその妥当性に依然課題が残っている。 

 損傷発生メカニズムの解明に向け、さまざまな検討が行われているが、まだ未解明な

部分が多く残されている。特に、白色層から発生したき裂は、現状の超音波探傷などの

探傷では検出が難しく、これらの定量的な関係を明らかにすることが求められているこ

とを見た。特にシェリングについてはレール交換の主な要因となっており、シェリング

の起点となる白色層の情報を広く収集できれば、シェリングや微小き裂といったレール

頭頂面の損傷との相関を検討する有効な手段となりうるとともに、シェリングを未然に

防止する指標を得られると考えられる。 

 第 4章では、白色層の生成について、材料組織からの基本メカニズムを説明し、ビッ

カース硬さとの関係について整理した。また、本研究で採用した渦電流法は、電磁気的

に白色層をとらえる手法であることから、基本物性である抵抗率と磁化特性と調べるた

め、半導体レーザーによりレール表層を急加熱・急冷することで、白色層生成過程を模

擬したマルテンサイト標準試験片を作製し、電磁気的物性評価を行った。 

白色層の膜厚はおおよそ 10 µmから 40 µmまでに集中して分布していることが、これ

までの調査でわかっている。白色層の生じたレール表層はビッカース硬さが 800 Hvと、

母材に比べて非常に硬くなっている。 

白色層の硬さが増すのは、主成分としてマルテンサイト相を含むためだと考えられる。

レール鋼は、フェライトとセメンタイトの微細な層状組織であるパーライト組織であり、

炭素量は 0.7～0.8%である。車輪空転・滑走時の摩擦熱により、レール表面はスポット
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的に急激に加熱され、加熱個所はオーステナイト領域まで温度が上昇する。このときの

加熱はごく短時間であるため、レール表面からの熱浸透深さはごく浅い。加熱が終了す

ると今度はレールの熱容量によって急冷されることになり、生成される白色層は、炭素

を過飽和に固溶したマルテンサイト相を主成分に含んでいると考えられる。炭素鋼の炭

素量とマルテンサイトの硬さの関係から、95%以上がマルテンサイト相であると推察さ

れる。マルテンサイトの生成に伴い、転位(格子欠陥)密度が上昇し、体積膨張により残

留応力が発生する。そのため表面が硬く、脆くなることから白色層内部および端部に微

小き裂が生じやすくなっている。 

 電磁気的物性のうち、体積抵抗率を 4端子法により測定した。体積抵抗率は、レール

母材で 0.24 μΩ・m、模擬白色層で 0.34～0.35 μΩ・mと、模擬白色層で体積抵抗率

が増加する傾向がみられた。また、磁化曲線の測定結果から、模擬白色層では、レール

母材に比べて飽和磁化および残留磁化は低下し、保磁力は増加することが明らかとなっ

た。 

第 5章では、SQUIDの磁場検出原理および SQUIDを用いた非破壊検査の基本原理に

ついて説明し、本研究で採用した SQUIDを用いた渦電流法について、その特徴を述べ

た。レール鋼は残留磁化を有しているが、白色層、レール母材ともに磁気を帯びている

ため、その差異を自発磁化からのみでは検出することが難しい。そのため、本研究では、

高温超電導 SQUIDを用いたレール白色層の検出原理として、電気、磁気物性の両方を

とらえられる渦電流探傷の原理を採用した。渦電流の位相は表面からの距離に比例して

遅れることから、位相情報を得ることで欠陥深さの推定が行える。 

第 6 章では、白色層検出の原理検証試験を行った。白色層検出のために、SQUIDを

用いた渦電流検査システムを構築した。原理検証システムでは環境ノイズを低減するた

めに大型の磁気シールドを用いて環境磁気ノイズを低減し、SQUID 直近の磁気ノイズ

を十分低減するため、磁気ノイズキャンセル回路を導入した。さらにレール試験片はい

ずれも十分に消磁したものを用いて試験を行った。 

SQUID とレール試験片の距離と、励磁コイルの関係について検討を行い、感度が最

適となる励磁コイル径を決定した。また、構築した検査システムを用い、標準試験片で

の原理確認試験を実施し、リアクタンス成分の変化が捉えられる周波数領域を利用する

のが有効であることを確認して測定条件の最適化を行った。 

空間分解能を向上させるため、励磁コイルとリフトオフについて見直した。その結果、

模擬白色層試験片での検知試験では、膜厚 5 µm程度まで検出可能であることが分かっ

た。これをもとに実レールの測定を行い、ノイズ低減環境において実レール白色層検出

の原理検証に成功した。 

第 7 章では、フィールドでも SQUIDによる検査が行えるよう、測定回路の見直しを

行った。レールには検査プローブのみを接近させ、SQUIDを小型の磁気シールドで保

護して、インプットコイルから信号を得る測定システムを構成し、ノイズおよびレール
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の残留磁化の影響を受けにくい安定な測定システムを構築した。この方式だと、SQUID

自体は磁気シールドに完全に格納することができ、かつレールから離れた位置に配置す

ることができるため、レールの残留磁化の影響を受けにくい安定な測定システムとする

ことができた。 

改良したシステムにて模擬白色層検出試験を行い、膜厚 5 µmの模擬白色層について

十分検出可能な感度を有することが確認できた。さらに、異なる膜厚の模擬白色層を有

する試験片を測定した結果において、白色層で見られた位相変化と膜厚には相関がある

ことが示唆された。このことから、SQUID を用いた渦電流測定により、白色層の膜厚

が推定できる可能性が示された。 

さらに、屋外型に改良した測定システムを、レール走行装置に搭載し、実レール白色

層を測定した。プローブ部にブリッジ回路(微分回路)を用いることで、走行試験におい

てもノイズの少ない白色層検出波形を得ることができた。5、15 mm/secの走査速度にお

いて、実レール白色層の検出に成功した。これにより SQUIDを用いたレール白色層検

査の可能性を示すことができた。 

以上、本研究で行った超電導磁気センサによるレール検査を適用すれば、劣化診断に

基づいたレールメンテナンスが行え、より高度なレールの予防保全が実施できる可能性

が示された。 

 

最後に、第 8 章では、フィールド用検査装置として、SQUIDの冷凍機冷却について

述べるとともに、展望として本研究の応用範囲と実用化への課題について整理した。 

フィールド用の冷凍機としては、軽量、コンパクト、可搬性などが求められる他、効

率のよい冷凍機であることも重要である。本稿付録 A.1 に示す並列パルス管冷凍機は

高効率であり、構造が簡単で小型化も容易である。付録 A.2 に取り上げた磁気冷凍は、

液体ヘリウム、液体水素、液体窒素など様々な温度領域において動作する磁気作業物質

が研究開発されているが、磁気作業物質の物性に適した運転条件を選択することで、磁

気作業物質のポテンシャルを引き出すことが可能であることを示した。 

一方、実用化のためには、今後整理しなければならない課題がある。 

本研究を実用化するためには、2段階のステップがある。1つはこれまで検出ができ

なかった白色層の「有無」が分かるレベルである。1つ目のステップについては、波形

パターンを蓄積していくことにより判定基準を設けることができ、本システムをブラッ

シュアップすることで、低速での検査は可能になるものと考えられる。もうひとつは、

測定信号から膜厚などの情報を得ることで、白色層とき裂やシェリングの定量的な関係

を把握し、劣化診断が行えるレベルである。定置試験において膜厚と位相差の関係を示

したが、SQUID 検査装置により走行しながら検査を行った場合についても、今後検討

が必要である。2 つ目のステップでは、特に高速走行適用可能な検出システムの検討、
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白色層とき裂の関係について検討材料を得るためには、得られた波形の膜厚などの定量

化について深度化する必要がある。 

本研究では、これまで検査の難しかった白色層を、SQUID レール検査装置によって

走行しながら検出できる可能性を示した。1段目のステップとして、白色層の検出波形

を蓄積し、パターンの判定を行うことで、本研究で開発した検査技術の白色層検査への

適用が可能であると考える。 
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付録A.  冷却技術 

はじめに 

 本研究で開発した SQUIDレール検査装置は、超電導センサである SQUIDの冷却

が必要である。SQUIDを冷却する手段としては、本研究のように寒剤を用いる方法と、

冷凍機により直冷する方法がある。寒剤の取り扱いには窒息や凍傷などの危険を回避す

るための知識を要する。また、現場では寒剤の入手は困難である場合が多く、液体窒素

の必要な検査装置のままでは導入の障壁になることが予想される。フィールドで使える

検査技術とするためには、従来技術と同様にユーザーフレンドリーであることが重要で

ある。 

 そこで、SQUID冷却手法として冷凍機の適用可能性について検討を行った。検討

にあたって、鉄道総研において研究開発を進めているパルス管冷凍機と磁気冷凍機につ

いて述べる。 

A.1 パルス管冷凍機 

 希土類系高温超電導線材を用いた超電導コイルは、20 K～50 K付近で安定した高磁

場を発生する超電導磁石として運用できる可能性があり、運転温度が上昇すれば構造の

より簡単な単段冷凍機により超電導コイルを冷却することが可能である [36]。超電導

磁石システムの冷却に単段冷凍機を用いることができれば、低温空間の構成も簡素化さ

れ、低コスト化も期待される。 

 このような単段冷凍機には、Gifford-McMahon（ギフォード-マクマホン：GM）冷凍

機やスターリング冷凍機、あるいはパルス管冷凍機などがある。これらの冷凍機のうち、

現在最も普及しているのは GM冷凍機であり、現在試験されている磁気浮上式鉄道用超

電導磁石にもこの GM冷凍機が搭載されている。GM冷凍機は低温空間にディスプレー

サと呼ばれる可動部を有する。 

 ディスプレーサは摺動のために定期的な交換が必要な部品であるが、交換するために

は冷凍機を停止し、冷凍機部を室温まで昇温する必要がある。冷凍機のメンテナンスを

するために超電導機器の運用を停止することは、高温超電導機器の運用面では大きなデ

メリットとなる。高温超電導機器冷却用の冷凍機として、低温部に可動部を持たないパ

ルス管冷凍機を用いれば、メンテナンスのために昇温する必要はない。メンテナンスは

ガス回路切り替えバルブなど室温部分にある機器の交換のみで済むため、メンテナンス

時間も短時間でよい。 

一方で作動ガスの変位と圧力変化の制御をディスプレーサのような可動部品で機械

的に行わないため、GM冷凍機よりも効率や冷凍能力に課題があった。しかし、アクテ
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ィブバッファ型のパルス管冷凍機により、効率に関しても GM冷凍機に匹敵する値が得

られている [37]。 

鉄道総研では希土類系高温超電導線材を用いた磁気浮上式鉄道用超電導磁石システ

ムの開発を行っており、冷却システムとしてアクティブバッファ型パルス管冷凍機 2基

と、1台の圧縮機、1 組のアクティブバッファタンクおよびガス切り替えバルブユニッ

トの構成を提案している。浮上式鉄道車両へ車載する機器は、様々な振動を受けるため

耐振動特性や耐久性が求められる。パルス管冷凍機は構造が単純なため、振動特性や耐

久性に優れている。 

本研究で開発した SQUIDレール検査装置を。在来鉄道車両に搭載する場合には、同

様の耐振動特性や耐久性、ならびにメンテナンス性が求められる。したがって、浮上式

鉄道用に開発を進めてきたパルス管冷凍機は、車載用 SQUIDレール検査装置の冷却シ

ステムとしても検討が可能である。 

これまでに開発したパルス管冷凍機では、2 基のパルス管冷凍機の運転周期に 180°

位相差を与えて圧縮機負荷を均一にすることで、冷凍機の成績係数（COP）を向上する

ことができる [38]。このような構成とすることで、圧縮機のメンテナンスコストも最

小限に抑えることが可能になるなどのメリットもある。 

 しかし、2 基を合わせた冷凍機の合計容積が使用する圧縮機に対して過大となり、流

量の増加による蓄冷器での損失の増加や、圧縮膨張に必要な圧力振幅が低下するという

問題が生じた。 

そこで、パルス管容積を変更可能な冷凍機を製作し、運転条件の最適化を検討した。

さらに、パルス管冷凍機の管壁を薄肉化することにより熱侵入を低減し、ガスの位相制

御機構を追加することで冷凍能力の向上を試みた。 

A.1.1 高温超電導磁石冷凍システム 

磁気浮上式鉄道用超電導磁石は、1つの真空断熱容器の内部に 4つのコイルが内蔵さ

れており、これらのコイルを均等に冷却する必要がある。現在試験されている磁気浮上

式鉄道用には低温超電導線材が用いられており、冷却には液体窒素、液体ヘリウムが必

要である。車載用超電導磁石にはそれらの寒剤およびリザーブタンクや窒素液化冷凍機、

ヘリウム液化のための G-M /JT冷凍機が搭載されている。 

超電導磁石が高温超電導コイルで構成されれば、冷却コストの低減、構成の簡素化な

どが図れる。本研究で提案する並列パルス管冷凍システムを用いた高温超電導磁石の冷

却の概念を図図図図 A.1に示す。 

並列パルス管冷却システムは、アクティブバッファ型パルス管冷凍機 2基と、1台の

圧縮機、1組のアクティブバッファタンクおよびガス切り替ええバルブユニットからな

る。これらの要素のうち可動部を持たないパルス管冷凍機本体のみが低温空間に位置す
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る。このように、4つの高温超電導コイルを 2つのパルス管冷凍機で冷却するシステム

は、従来の低温超電導磁石と比較して真空容器内外の構成を簡素化することができる。 

 

図 A.1 高温超電導磁石冷却のための並列パルス管冷却システム 

 

A.1.1.1 パルス管冷凍機の冷凍の原理 

パルス管冷凍機の基本構成を図 8.2に示す。G-M冷凍機の場合には、ディスプレーサ

が動くことで冷凍機内のガスを膨張させる。パルス管ではこのディスプレーサの役割を

パルス管内のガスが担う。このガスの役割は、パルス管内に点線で示されるようなガス

ピストンを想定することにより、その基本的動作原理を理解することが出来る。ガスピ

ストンとはパルス管内に常に存在しているガスのことで、あたかも伸縮する固体ピスト

ンのように作用することから、この名前が付けられた。 

圧縮機からの定常流をガス回路切り替えバルブで切り替えることにより、周期的な圧

力振動が生じる。放熱器は圧縮仕事により発生した熱を系外へ放出する。蓄冷器は放熱

器と低温端の間にあり、低温端で発生した冷熱を蓄積する熱交換器としての役割を果た

している。ガスピストンは圧縮機からの圧力によりパルス管内で伸縮し、圧縮→放熱→

膨張→吸熱の一連の冷凍サイクルを形成する。このときガスピストンが膨張仕事をして

冷凍を発生させるためには、圧力とガスピストンの位置が最適な位相をとることが必要

である。図図図図 A.2 の方式のパルス管冷凍機は、オリフィス型と呼ばれており、バッファ

タンクに接続する配管にあるオリフィス(絞り)により、位相を調整している。 

 

 
図 A.2 パルス管冷凍機の基本構成(オリフィス型) 

超電導磁石

圧縮機

パルス管冷凍機

バッファタンク

バルブユニット

パルス管

バッファタンク

圧縮機

ガス切り替えバルブ 蓄冷器 コールドヘッド オリフィス

放熱器ガスピストンガスの膨張
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A.1.1.2 アクティブバッファ型パルス管冷凍機の特徴 

アクティブバッファ型パルス管冷凍機の基本構成を図図図図 A.3 に示す。アクティブバッ

ファ型もガス回路切替バルブ（Ｈｃ、Ｌｃ）により圧縮機からの定常流を周期的な圧力

振動に変換する点はオリフィス型と同じであるが、オリフィス型の位相制御がオリフィ

スを用いた受動的な制御であるのに対し、アクティブバッファ型はバッファを高圧、低

圧の二つのバッファを持ち、それぞれに切り替えバルブを設けることで、能動的な位相

制御を行っている。バッファ内圧力が圧縮機側での高低圧に近くなるように 4つのバル

ブの開閉タイミングを調整することで、バルブを通過する際のガスの圧力損失を低減す

ることができる。図図図図 A.4 に横軸を時間としてバルブ開のタイミングを示している。初

めに高圧側の圧縮機とバッファタンクが時間差で開き、高圧と入れ替わりで低圧側の圧

縮機とバッファタンクが開く。 

アクティブバッファ型冷凍機が他の方式の GM 型パルス管冷凍機に比べて効率が高

いのは、圧縮機側の切り替えバルブ HCが開く少し前のタイミングで、バッファタンク

側のバルブ HB を開き（図の“a”の区間）、パルス管内の圧力を圧縮機側の圧力に近

づけることで、圧力損失の低減ができるからである。低圧側も同様で、圧縮機の低圧バ

ルブ LCが開く少し前のタイミングで、低圧バッファタンク側のバルブ LB を開いて（図

の“b”の区間）圧力差を低減している。 

パルス管冷凍機の並列運転では、一方の冷凍機のバルブシーケンスを逆転させた運転

（以下、逆相運転）を行う。これにより圧縮機負荷を均一化するとともに、ガス回路切

り替えバルブでの損失を低減でき、パルス管冷凍機の効率をさらに向上することができ

る。以下、特に断りのない場合には、パルス管冷凍機の運転モードは並列逆相運転とす

る。 

 

図 A.3 アクティブバッファ型パルス管冷凍機の基本構成 

 

バッファタンク

圧縮機

ガス切り替えバルブ

HC

LC

HB

LB

パルス管蓄冷器 コールドヘッド

放熱器ガスピストンガスの膨張
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図 A.4 並列逆相運転バルブシーケンス 

 

A.1.2 試験装置 

A.1.2.1 試験装置と試験条件 

2基のアクティブバッファ方式パルス管冷凍機と 1台の圧縮機で構成する高温超電導

磁石冷凍システムを提案し、2 基のパルス管冷凍機の運転周期に 180°位相差を与えて

圧縮機負荷を均一にすることで成績係数（COP）を向上し、初期製作機では 50 Kにお

いて冷凍能力 119.1 W、 COP 0.016を得ている。しかし、パルス管冷凍機 2 基を 1台の

圧縮機で運転する並列運転モードは、圧縮機に対して最適化された運転条件ではなく、

流量の増加による蓄冷器での損失の増加や、圧縮膨張に必要な圧力振幅が低下するとい

う問題がある。 

 そこで、並列逆相運転時のヘリウムガス流量ならびに圧縮比を圧縮機に対して最適化

するため、パルス管の容積が変更できるアクティブバッファ型パルス管冷凍機を製作し、

管容積の冷凍能力や COPへの影響を評価した。 

図図図図 A.5 に逆相並列運転時のパルス管冷凍機試験装置のシステム構成ならびに写真を

示す。新しく製作した冷凍機は、パルス管部の長さを 240 mm、270 mm、300 mmの 3

段階に変更が可能とし、流量を低減する目的で断面積を約 20％削減した。これに伴い

管の肉厚も薄肉化している。圧縮機には住友重機械工業製 CSA-71Aを用い、流路の切

り替えには空圧バルブを用いた。蓄冷器内部の蓄冷材は、ステンレスメッシュ、鉛球を

50 Kで最適な構成としている。 

 

No. 1 パルス管 H. B

No. 1 パルス管 H. C

No. 1 パルス管 L. B

No. 1 パルス管 L. C

No. 2 パルス管 L. B

No. 2 パルス管 L. C

No. 2 パルス管 H. B

No. 2 パルス管 H. C

a

b

1サイクル

各ガス回路切り替えバルブ名

H. B：バッファタンク高圧側、H. C：圧縮機高圧側、L. B：バッファタンク低圧側、L. C：圧縮機低圧側

b

a
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          (a)                  (b)         

 

図 A.5 (a) パルス管冷凍機試験装置のシステム構成ならびに(b) パルス管冷凍機写真 

 

コールドヘッドにはヒータが設置されており、無負荷の状態から徐々に熱を加えるこ

とにより冷凍能力を評価する。パルス管冷凍機の運転開始後、コールドヘッド温度が目

的温度（50 K）付近となるようヒータにより負荷を与えて冷凍能力を測定した。ヒータ

負荷は目的温度を挟んで 2点入力し、内挿法にて冷凍能力を決定した。なお、それぞれ

のパルス管長さにおいて冷凍能力が最大となるよう運転周波数を調整した。表表表表 A.1 に

試験条件を示す。 

 

表 A.1 試験条件 

 パルス管長さ 入力 封入圧力 

 [mm] [kW] [MPa] 

Case 1 240 5.62 1.33 

Case 2 270 5.63 1.33 

Case 3 300 5.58 1.33 

 

 

 

高圧

バッファ 圧縮機

パルス管

ガス回路

切り替えバルブ

ガスピストン

コールドヘッド

蓄冷管

H.C L.CH.B L.B

低圧

バッファ

パルス管

コールドヘッドコールドヘッドコールドヘッドコールドヘッド

蓄冷器蓄冷器蓄冷器蓄冷器



81 
 

A.1.2.2 ガス位相制御機構 

本パルス管冷凍機において位相制御を担うのは圧縮機とバッファタンクのラインに

設けられた 4つのバルブである。冷凍に寄与しないガス流を用いる他の方式に比べ、ア

クティブバッファ型では位相制御に余分なガスを用いない。しかし、他方式とも組み合

わせ、運転条件を最適化することで、さらなる冷凍能力向上の可能性もある。 

そこで、アクティブバッファ型パルス管冷凍機にダブルインレット（蓄冷器をバイパ

スする“絞り”を設けた流路）を追加し、パルス管低温端での圧力振動とガス変位の位

相制御性を向上させた。ダブルインレットを調整することで、質量流量あたりの冷凍能

力を増大させることが可能となる。本アクティブバッファ型パルス管冷凍機にダブルイ

ンレットを追加した冷凍機の概略を図図図図 A.6に示す。 

一般的に、パルス管冷凍機にダブルインレットを追加した場合、位相調節が可能にな

る一方、ダブルインレットラインの絞りにより圧力損失が生じる。それにも関らず冷凍

能力が向上するのは、蓄冷器での圧力損失の低減効果が大きいためと考えられている。

そのため、実質冷凍能力に対する効率を低下させずに、冷凍能力を向上することができ

ると考えられている。 

 

 

図 A.6 ダブルインレットラインを追加したアクティブバッファ型パルス管冷凍機 

 

A.1.3 評価試験 

8.2.3.1 冷凍能力 

パルス管長さを変えて運転したときの、ヒータ負荷に対するコールドヘッド温度を図図図図 

A.7示す。運転周波数は、それぞれの長さで冷凍能力が最大となるよう最適化した。こ

の結果より算出した 50 Kにおける冷凍能力（2 基の合計値）および COPを表表表表 A.2に示

す。冷凍能力、COPともにパルス管長さを300 mmとしたときに最もよい結果となった。

また、パルス管長が短い条件では、長い場合よりも最適な運転周波数が高くなっている。 

 

バッファタンク

圧縮機

ガス切り替えバルブ

HC

LC

HB

LBパルス管蓄冷器 コールドヘッド 放熱器

ダブルインレットライン

流量調整用バルブ
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図 A.7 パルス管長さと冷凍能力 

 

表 A.2 パルス管長さをかえたときの冷凍能力と COP 

パルス管長 運転周波数 圧縮機入力 冷凍能力 COP 

[mm] [Hz] [kW] [W]  

240 1.6 5.62 107.9 0.0192 

270 1.4 5.63 109.7 0.0195 

300 1.3 5.58 117.0 0.0210 

 

8.2.3.2 圧力波形 

図図図図 A.8 には、それぞれのパルス管長さで冷凍機を運転した際の圧力波形を示す。こ

れらを比較すると、圧縮機の吐出圧はほぼ同一であるが、圧縮機の吸入圧は、パルス管

長が長くなるに伴い低下している。パルス管の圧力波形の最大値と最低値の比、すなわ

ち圧縮比を、パルス管長さごとに比較した結果を図図図図 A.9 に示す。パルス管が長くなる

ほど、圧縮比が大きくなる傾向がわかる。 

パルス管長さ 240 mm、270 mm、300 mmのいずれの場合も、Case 1～Case 3までは圧

縮機の充填圧力はほぼ等しい条件としている。最適な運転周波数はパルス管長さが短い

ほど高くなる傾向を示した。これは、パルス管長さが短いほど、パルス管内の圧力上昇

にかかる時間が短くてすむため最適な運転周波数が高周波側にシフトするものと考え

られる。また、最適な周波数において、圧縮比はパルス管が長くなるほど増加し、それ

に伴い冷凍能力、COPともに向上することがわかった。 

パルス管常温端側からの入熱ロスとして、パルス管壁による伝導、ガスピストンが常温

端から運ぶ熱の影響などが考えられる。パルス管長さが 300 mmのときの管壁からの熱

パルス管長さ300 mm

270mm

240mm
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侵入を計算すると 1.3 W程度であり、270 mm、 240 mmにした場合にもそれぞれ 1.5 W、 

1.7 W程度とそれほど大きくはない。冷凍能力への影響としては、ガスピストンの移動

距離の違いによる入熱の差や圧縮比の影響が考えられる。 

 

 

図 A.8 パルス管長さと圧力波形 

 

 

図 A.9 パルス管内の圧縮比 

 

8.2.3.3 ガス位相制御機構の効果 

パルス管長さと冷凍能力の関係を比較した試験において、最も冷凍能力が高くなった

パルス管長さ 300 mmの条件で、消費電力が 7.5 kWとなるよう充填圧を上げ、冷凍能

力および COPについて初期製作機と比較した。 

ダブルインレットを使用しない場合では、50 Kにおける冷凍能力は 146.4 W、COP

は 0.02が得られた。ダブルインレットを使用した場合は、冷凍能力 170.3 W、COP 0.023

を得ることができた(図 A.10)。初期製作機の冷凍能力および COPとの比較を図 図 

A.11に示す。ダブルインレットを使用した場合には、冷凍能力で 21%、COPで 17%程

度の改善ができ、ダブルインレットの効果は大きいといえる。 

 ダブルインレット流路で消費される仕事は蓄冷器内でのエンタルピー流を減少さ

せる効果があるが、GM 方式の場合にはダブルインレットラインにおける位相調整のた

パルス管長さ300 mmパルス管長さ270 mmパルス管長さ240 mm

圧縮機高圧側

圧縮機低圧側

No. 1パルス管 No. 2パルス管

圧縮機高圧側

圧縮機低圧側

No. 1パルス管 No. 2パルス管

圧縮機高圧側

圧縮機低圧側

No. 1パルス管 No. 2パルス管
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めの流量がバルブ（図 A.6の H.C、 L.C）での仕事損失を増加させる [39]。そのため

ダブルインレットは冷凍能力を向上させる一方、消費電力の増加を伴う。 

一方、アクティブバッファ型パルス管冷凍機では、冷凍能力とともに COPも向上し

た。アクティブバッファによる圧力損失の低減効果により、ダブルインレットを導入し

た場合にも各バルブの損失を最小限に抑えることができるものと考えられる。アクティ

ブバッファ型とダブルインレットの組み合わせにより、冷凍能力、COPの両方の改善

が可能であることが示された。 

2基のアクティブバッファ型パルス管冷凍機と 1台の圧縮機で構成する高温超電導磁

石冷凍システムを逆相並列で運転した場合、圧縮機負荷が均一になるため単体運転と比

較して COPが向上する。しかし、2 基を合わせた冷凍機の合計容積が使用する圧縮機

に対して過大となり、圧縮膨張に必要な圧力振幅が低下する問題があった。 

そこで、パルス管部の容積を可変構造としたアクティブバッファ型パルス管冷凍機を

製作し、並列運転の最適化を検討した。 

パルス管部容積、ガス回路切替えバルブ運転周波数、ダブルインレット開度を最適化

させた冷凍機並列運転試験において、50 Kで冷凍能力 170 W、COP 0.023を達成した。

蓄冷式小型冷凍機の 50 K領域における冷凍能力、COPとしては、非常に高い性能を有

するものとなった。 

 

 

図 A.10 ダブルインレットラインの効果 

 

ダブルインレットライン有

ダブルインレットライン無
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図 A.11 冷凍能力と COPの比較 

A.2 磁気冷凍機 

A.2.1 磁気冷凍 

現在の冷房システムの主流は代替フロン等を用いた蒸気圧縮式冷凍である。 特定フ

ロンは、オゾン層保護の観点からモントリオール議定書により、生産の段階的な廃止が

義務付けられているが、温室効果ガスである代替フロン等についても、京都議定書にお

いて排出削減対象ガスに指定され、大幅に排出抑制・削減される方向である [40]。 

鉄道においても運行に伴う 2030年の消費電力量を 10年比で 2割削減するという新た

な目標が掲げられるなど、省エネルギーなどの環境負荷低減に対する要求は一段と厳し

くなっており、ノンフロンかつ高効率な冷凍システムの技術開発が急務である。 この

ような情勢の中、ノンフロンで高冷凍効率が期待できる磁気冷凍が注目されている。 

本研究では、鉄道車両空調の省エネルギーを目的とし、現行の蒸気圧縮式冷凍に変わり

得る冷房技術として、磁気熱量効果を用いた冷凍技術の開発に取り組んでいる。 

磁気冷凍とは、ある種の磁性体に磁場変化を与えた場合に、磁性体内部でエントロピ

ー変化が生じる「磁気熱量効果」を利用して冷凍作用を生じさせる冷凍方式である [41]。

気体冷凍では、断熱圧縮され排熱した作業流体は、断熱膨張過程で寒冷を生成する。低

温となった作業流体はエントロピーを増加させながら吸熱をし、冷凍能力を発現する。

一方、磁気冷凍で断熱圧縮に対応するのは断熱励磁であり、断熱膨張に対応するのは断

熱消磁である。この過程で磁気系の温度が降下する。磁気冷凍システムでは、この磁気

熱量効果による磁性体自身に生じる温度低下を効率よく外部へ取り出すことで冷凍を

行なう。 
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磁気冷凍に用いられる磁性体は、「磁気作業物質」と呼ばれ、現行の圧縮膨張冷凍サ

イクルにおける作動ガスの役割を担う。室温域においては、磁気作業物質の熱容量が大

きくなるため、磁気熱量効果によって生じる磁気系の温度変化に対し、外部に取り出し

冷凍に利用することができる温度変化が小さくなる。従って、実際の冷凍に必要な低温

を得るには、より強い磁場を加えることで、磁気熱量効果による磁性体の温度変化を大

きくすることが必要である。 

一方、永久磁石を用い、小さな磁場で大きな冷却温度を得るために考えられたのが、

1981 年に Barclay らによって提案された、蓄熱および再生サイクルを用いた

AMR(Active Magnetic Regenerator)と呼ばれる冷凍方式である [42]。 AMR では磁気作

業物質である磁性体を蓄熱器および再生器として用い、磁気熱量効果による磁気作業物

質の温度変化を蓄積させ大きな冷却温度スパンを得るものである。現在室温磁気冷凍を

構成するために最も有効な方法とされており、本研究においても AMR を用いた冷凍サ

イクルを採用している。 

また、材料に関しても室温磁気冷凍用に用いられる Gdに対して大きな磁気熱量効果

を示す新規材料が提案されている。しかし、磁気作業物質の材料特性が磁気冷凍のシス

テム特性にどのような影響を与えるかについての検討はまだ少ない。 

そこで本節では、従来から室温領域の磁気冷凍システムに多く用いられてきたGdと、

新規磁気作業物質である La(Fe0.84Co0.06Si0.10)13(以下、LaFeCoSiと称する)を磁気冷凍シス

テムに搭載し、冷凍能力、温度スパンおよび消費動力について測定を行い、得られた結

果について両者を比較した。 

A.2.2 磁気冷凍技術の変遷 

磁気冷凍技術は、開発当初より気体冷凍機では到達困難な極低温を作る方法として用

いられてきた。Debye（1926） [43]と Giauque(1927) [44]がそれぞれ磁気熱量効果を用い

た断熱消磁により 1 K以下の低温生成が可能であることを提案し、1933年には Giauque

と MacDougallが磁気作業物質に硫酸ガドリニウムを用いて 0.2 Kを生成している [45]。

一方、高い温度での磁気冷凍は磁気熱量効果による温度変化が小さいため研究開発が行

われていなかったが、1976年に Brownがガドリニウム(Gd)の薄板を磁気作業物質とし

て用いた磁気冷凍機を試作し、室温での磁気冷凍の可能性を示した [46]。 

 Barclayにより AMR 方式が提案されたことで、20Kや室温での磁気冷凍機の可能性が

高まり、マサチューセッツ工科大学、Astronautics社などで研究開発が進められた。1990

年代までの磁気冷凍技術開発の変遷を表 A.3に示す。 
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表 A.3 磁気冷凍開発の変遷 

年代 概要 

1920

年代  

1926年：Debey(1926）、Giauque(1927）が独立に断熱消磁による１ K以下の低

温生成を提案 

1930

年代  

1933年：Giauqueと MacDougallが硫酸ガドリニウムを用い、単発（ワンショッ

ト）の冷却で 0.2 Kに到達 

1970 

～ 

1980

年代  

1976年：G.V.Brown（NASA）がエリクソンサイクルの磁気冷凍機を開発し、

室温での冷却を達成 

東芝、東工大研究グループによるヘリウムの液化などの実証研究が行われる 

1983年：BarclayがAMRを提案。20 K、常温での磁気冷凍研究がMIT、Astronautics

社などで進められる 

80年

代 後

半 

磁性蓄冷材を用いた気体冷凍で 4 Kまで冷却できるようになり、極低温を生成

するための磁気冷凍技術の開発は衰退 

1990

年代 

高温超電導体の実用化を視野に入れ、20～77 K領域の磁気冷凍研究も本格化 

1992年：Astronautics社の Zimmらが AMR 型の室温磁気冷蔵庫を発表 

1994年：AMR を用いた液体水素製造機が Astronautics社の Zimmらにより考案 

 

A.2.3 磁気作業物質 

A.2.3.1 磁気作業物質の開発状況 

磁気熱量効果を生じる磁性体を磁気作業物質という。磁気熱量効果の大きさを表す指

標は∆��と∆���であり、それぞれ磁気エントロピー変化、断熱温度変化と呼ばれる。磁

気冷凍機の冷凍能力はこの∆��と∆���によって決まる。実用材料として用いられている

Gdの磁束密度 2 Tにおける∆��と∆���の最大値はそれぞれ 5 J/(kg K)、6 K程度である。 

 これまでに磁気冷凍作業物質として研究されている主な材料のキュリー温度��、磁気
エントロピー変化、断熱温度変化、印加磁束密度�を表 A.4に示す。 

磁気冷凍の高効率化のためには、巨大磁気熱量効果を示す磁性体の開発が最も有効で

ある。特に最近注目されているのは、室温近傍での磁場印加により一次相転移を引き起

こす磁性体である。一次相転移の代表的な例は気液変化の際に潜熱を伴う相変化である

が、固体である磁性体においても潜熱を伴う相変化をする材料がある。 
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室温磁気冷凍機開発にはキュリー温度��が 294 Kにあり、磁気エントロピー変化が比

較的大きい Gdが用いられているが、��での変化は潜熱を伴わない二次相転移である。 

 例えば、東北大の深道らは一次相転移を示す材料として La(FexSi1-x)13化合物および水

素化化合物を開発している。La(FexSi1-x)13は、キュリー温度��で強磁性－常磁性一次相

転移を示し、��以上で磁場印加すると、常磁性から強磁性への一次相転移を示すため、

大きな磁気熱量効果が期待できる [47]。 

 九州大学の和田はMn1＋δAs1－xSbx系材料で大きな磁気熱量効果を有する化合物を開発

している。MnAs1－xSbx は磁気熱量効果が大きい一方で、磁場を与えた場合と除去した

場合の温度ヒステリシスが 6 K程度あることが課題であったが、Mnリッチとした Mn1

＋δAs1－xSbxでは 1 K程度まで抑えることができるようになった [48]。 

 米国では、278 Kで結晶構造変態に伴う強磁性－常磁性の一次相転移により、比較的

大きな磁気熱量効果を有する Gd5Si2Ge2化合物 [49]が開発されている。 

 

表 A.4 磁気作業物質の磁気熱量効果 

 
Tc 

[K] 

|∆SM| 

[J/(kg K)] 

∆Tad 

[K] 

B 

[T] 

Gd 294 5 5.7 2 

Gd5Ge2Si2 278 14 7.3 2 

MnAs0.9Sb0.1 282 35 10 5 

La(Fe0.9Si0.1)13H1.1 287 28 7.1 2 

 

 

A.2.3.2 磁気エントロピー変化 

本研究で用いた Gdおよび LaFeCoSiは、それぞれ 293 K、281 Kにキュリー点を持つ

2次相転移材料である。磁気作業物質として重要な物性は、磁気エントロピー変化、比

熱および断熱温度変化である。以下に Gdと LaFeCoSiについてこれらの物性を比較す

る。なお、Gdの物性は多くの研究によって調べられており、本節では文献 [50]のデー

タを参照することとした。LaFeCoSiについては磁化測定のデータから磁気エントロピ

ー変化を求めた。 

図図図図 A.12に Gdおよび LaFeCoSiの磁気エントロピー変化∆SMの温度依存性を示す。

Gdの磁気エントロピー変化はキュリー点である 293K 付近にピークを持ち、その値は

最大-∆SM = 5 J/(kg K)となることが分かる.一方 LaFeCoSiは、 Tcにおいて-∆SM = 8 J/(kg 

K)を超える大きな磁気エントロピー変化が観測される。 
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LaFeCoSiの磁気エントロピー変化

図図図図 A.13に示す。

も大きいことがわかる。断熱条件のもとで磁気作業物質に磁場を印加した際の

∆Tadと呼ぶ。比熱の測定により材料のエントロピー

変化がどれくらいの温度変化に対応するのか知ることができる。今回用いた装置では測

1)を用いて算出した。
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れたのが、蓄熱および再生サイクルを用いた AMR と呼ばれる冷凍方式である。 AMR

では磁気作業物質である磁性体を蓄熱器および再生器として用い、磁気熱量効果による

磁気作業物質の温度変化を蓄積させ大きな冷却温度スパンを得るもので、現在室温磁気

冷凍を構成するために最も有効な方法とされており、本研究においても AMR を用いた

冷凍サイクルを採用している。AMR の動作原理を図図図図 A.15に示す。(A)で、磁気作業物

質は断熱的に励磁され、温度が上昇する。そのあと、(B)の過程で低温の熱交換媒体(た

とえば水)と熱交換することにより、温度勾配が生じる。この状態で(C)のように断熱消

磁を行うと、磁気作業物質の温度は勾配を保ったまま全体的に低下する。最後に(D)の

過程で高温側の熱交換媒体と熱交換することにより、さらに温度勾配が拡大する。AMR

システムでは、この磁気熱量効果により磁性体自身に生じる温度変化を蓄熱し、熱交換

媒体により効率よく外部へ取り出すことで冷凍を行なう。AMR サイクルに用いる磁気

作業物質充填槽を AMR ダクトと称する。 

 

 

 

図 A.15 AMR サイクルの原理 
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低温端 高温端
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温度ﾌﾟﾛﾌｧｲﾙ
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(D) 熱交換

熱交換媒体

磁気作業物質

温度ﾌﾟﾛﾌｧｲﾙ

磁気作業物質

温度ﾌﾟﾛﾌｧｲﾙ



92 
 

A.2.4.2 磁気回路 

本装置には磁気作業物質を充填する AMR ダクトが 12組あり、図図図図 A.16に示すように

全体でディスク形状を有する構造となっている。磁気作業物質に磁場を与える永久磁石

には NdFeB系希土類永久磁石を用い、磁石配置をハルバッハ配列とした [52, 53]。ハル

バッハ配列させた永久磁石は、径方向に N 極と S 極を配置した主磁極磁石と、この主

磁極磁石の周方向に着磁された補助磁石を備え、全体で円筒状をなしている。 

図図図図 A.17 に円環状ハルバッハ配列磁石を用いた磁気冷凍システムのフロー図を示す。

2つのハルバッハ配列永久磁石は磁気作業物質を充填したディスクを挟むように対向さ

せて配置され、回転しながら特定の AMR ダクトに磁場を印加する。図 A.16の励磁お

よび消磁ダクトは、磁石の回転がちょうど図 A.17 の位置の場合について示している。

磁石配列をハルバッハ配列とすることで、特定の方向の磁場(この場合主磁極)を強める

ことができるため、効率的に磁気作業物質を励消磁することができる。本装置では円環

状ハルバッハ配列の対に、最大エネルギー積 382 kJ/m3 の磁石を用いている。円環状ハ

ルバッハ磁石間のギャップは 22 mmで磁気回路間中心部における最大表面磁束密度は

1.1 Tである。 

熱交換媒体となる流体は初期温度 � = ���でポンプにから消磁中の AMR ダクトへ移

送され、熱交換を行うことで温度が降下する。熱交換により温度が低下した流体は、所

定のヒータ熱負荷を与えられ、� = ��	
 となった後、励磁中の AMR ダクトへ移送され

る。そこで磁気作業物質の熱を奪ったあとは、チラーにより初期温度� = ���に調整さ

れ、再びポンプにて消磁中の AMR ダクトへ移送される。各 AMR ダクトで上記の熱交

換サイクルが実現できるよう、磁石の回転に合わせてロータリーバルブを切り替える。 

 

 

 
図 A.16 ディスク形状を有する AMR ダクト 

 

励磁ダクト

消磁ダクト

熱交換媒体流れ

磁気作業物質

AMRダクト構造ディスク状に配置したAMRダクト
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図 A.17 ハルバッハ磁気回路を用いた磁気冷凍システム 

 

A.2.5 評価試験 

A.2.5.1 冷凍能力の比較 

熱交換媒体の供給温度	� = ���を Gdの場合には 20℃、LaFeCoSiでは 8℃と、それぞ

れキュリー点近傍に設定し、所定の温度スパン	��� − ��	
が得られるときの、冷却部の

ヒータ電力を冷凍能力とした。本節では、Gdと LaFeCoSiという材料の違いによるシス

テム特性を評価するため、温度スパン 0 Kの条件における冷凍能力を評価した。 

Gd、LaFeCoSiを搭載したときの冷凍能力の熱交換媒体流量依存性について、図図図図 A.18、

図図図図 A.19に示す。磁石の回転数が 10 rpm、 40 rpmのときには、AMR ダクトで熱交換す

る熱交換媒体の流量を増加するのに伴い冷凍能力が大きくなる傾向であるが、Gd の 5 

rpmでは流量に対して冷凍能力にピークが認められる。AMR ダクトを流動する熱交換

媒体の流量が大きいほど磁気熱量効果によって作業物質に生じた吸発熱量を多く輸送

できるため、ある流量までは冷凍能力が増加するが、充填した磁気作業物質の吸発熱を 

取りきってなお流量を増やせば、熱交換媒体の温度変化が小さくなるため、冷凍能力は

低下するものと考えられ、定性的にはこの傾向はいずれの回転数でも同様であると推察

される。 
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図 A.18 Gdを搭載した場合の冷凍能力の流量依存性 

 

 

図 A.19 LaFeCoSiを搭載した場合の冷凍能力の流量依存性 

 

 

LaFeCoSiについては、磁石の回転数が 5、10、40 rpmのいずれの場合にも 5 liter/min

の流量の範囲においては冷凍能力が増加傾向を示している。Gdの結果と比較すると、5 

rpm、10 rpmのときの冷凍能力は大きいが、40 rpmでは逆に Gdに比べて小さい。また、

回転数を増加した際の冷凍能力の増加も、Gdに比べて小さいことが分かる。 

● 5rpm
◇ 10rpm
■ 40rpm

Gd

● 5rpm
◇ 10rpm
■ 40rpm

LaFeCoSi
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Gd と LaFeCoSiの冷凍能力の結果は、両者の比熱を考えることで整理できる。

LaFeCoSiの比熱は、Gdに比べ大きいため、5 liter/minの流量範囲では磁気作業物質の

吸発熱を熱交換媒体が取りきっていないと考えられる。また、本試験装置では、磁石の

回転数に合わせてロータリーバルブが同期しており、回転数を増加させれば熱交換時間

が短縮される。LaFeCoSiに対しては流量が不足している領域で熱交換時間が短くなる

と、益々熱交換が不足する。そのため、回転数を増加してもその効果が相殺されてしま

っていると考えられる。 

 

A.2.5.2 モータ動力およびポンプ動力 

10 rpmで運転した際の、磁石回転に必要なモータ動力と、熱交換媒体を流すのに必要

なポンプ動力を、それぞれ駆動トルク、流量と圧力差から求め、Gdと LaFeCoSiについ

て比較した(図図図図 A.20)。回転に必要な駆動トルクは流量に依存しないため、Gd、LaFeCoSi

のいずれの場合もほぼ一定値を示し、必要トルクの大きさも Gd、LaFeCoSiで変わらな

いことがわかる。熱交換媒体を流すのに必要なポンプ動力についても Gd、LaFeCoSiの

場合で同程度であることがわかる。これは今回用いた両者の粒径が同程度であること、

LaFeCoSiには熱交換媒体にエチレングリコール溶液を使用したが、粘性の影響はそれ

ほど大きくないことがわかる。 

 

 
図 A.20 モータおよびポンプの所用動力 

●●●● ポンプポンプポンプポンプ(Gd)
○○○○ ポンプポンプポンプポンプ(LaFeCoSi)
◆◆◆◆ モーターモーターモーターモーター(Gd)
◇◇◇◇ モーターモーターモーターモーター(LaFeCoSi)
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A.2.6 解析による特性把握 

本試験装置は耐圧の関係から 5 liter/min程度までしか流量をとることができず、より

流量の大きな領域での冷凍能力の傾向を知ることができない。そこで、温度スパン 0 K

における冷凍能力の流量依存性について数値計算を行い、Gdと LaFeCoSiを比較した。 

AMR の磁気作業物質、熱交換媒体のエネルギーバランスは、以下の式で与えられる。 

磁気作業物質について(添え字 s )： 

 

	�
�� ����� = 
	�� �

����


+


�� ℎ��� − ���+ ����

∆�	��  (A-2) 

 

熱交換媒体について(添え字 f )： 

 

	�
�� ������ + ��
����� � = 
	�� �


����

+



�� ℎ��� − ��� (A-3) 

ρ: 密度、c: 比熱、T: 温度、λ: 熱伝導率、∆t: 熱交換時間、h: 熱伝達係数、x: 流路長、

A: 伝熱面積、V: 流路体積、Qmag: 磁気熱量効果、u’: 空塔速度 

 

表表表表 A.5の条件で(A-2)、(A-3)を数値的に連立して解くことにより、流量、磁石回転数

に対する冷凍能力を求めた。図図図図 A.21に Gdを用いたときの計算結果を示す。実験では

5 rpmのピークのみ確認できたが、10、40 rpmについても、流量に対して冷凍能力がピ

ーク値を持つ傾向がわかる。図図図図 A.22 には LaFeCoSiを用いたときの計算結果を示す。

LaFeCoSiは Gdに比べ比熱が大きいために、5、10 rpmの冷凍能力ピークを示す流量は

いずれも Gdよりも大きい。LaFeCoSiの磁気エントロピー変化は Gdよりも大きく、冷

凍能力のポテンシャルは高い。材料のポテンシャルを引き出すには流量など適切な条件

で運転することが重要であることが示唆される。 

 

表 A.5 計算条件 

 磁気作業物質 熱交換媒体 

 Gd LaFeCoSi 水 

充填量/ダクト[kg] 0.0625 0.0625 - 

12ダクト合計[kg] 0.750 0.750 - 

密度 [kg-m3] 7900 7900 997 

熱伝導率[W/(m K)] 10.0 10.0 0.104 

比熱[J/(kg K)] 310 720 4180 

キュリー点における断熱温度変化 [K] 3.13 2.19 - 



97 
 

 

 

図 A.21 Gdを搭載した場合の冷凍能力(数値計算結果)  

 

 

図 A.22 LaFeCoSiを搭載した場合の冷凍能力(数値計算結果)  

 

 

77 Kレベルの冷凍機の冷凍能力と COPについて、文献や聞き取りなどを整理した結

果 [54, 55, 56, 57, 58]を図 A.23に示す。 

5rpm

40rpm

10rpm

Gd

5rpm

40rpm

10rpm

LaFeCoSi
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 100 W級では、超電導モータ用などに開発が進められているスターリング冷凍機は実

績があり効率も高い。パルス管冷凍機では 150 W @80 K機の COPは 0.046であるが、

本研究で行ったようなバルブ損失を低減するなどすれば、さらに効率は向上するであろ

う。一方、高効率なブレイトンサイクルの小型化の動きもある。しかし SQUIDに適用

する冷凍機を考えた場合には、小型軽量であることが望ましく、その点で GM冷凍機、

スターリング、パルス管冷凍機などに絞られる。 

 

 

図 A.23 77 K冷凍機の COP(~300 W) 

 

A.3 まとめ 

フィールド用の冷凍機としては、電源の確保が難しい場合も想定され、バッテリー駆

動などの可能性もある。従って効率のよい冷凍機であることは重要である。一般的に小

型になるほど冷凍機の効率が低下するが、本章に示す並列パルス管冷凍機は、2 基のパ

ルス管冷凍機の運転周期に 180°位相差を与えて圧縮機負荷を均一にすることで、COP

向上が可能である。 

磁気冷凍は固体の吸発熱現象を利用するためエントロピー密度が高い。本章では、異

なる磁気作業物質を磁気冷凍装置に搭載した場合に、システムに与える影響を検討した。

磁気冷凍は、液体ヘリウム、液体水素、液体窒素など様々な温度領域において動作する

磁気作業物質が研究開発されているが、磁気作業物質の物性に適した運転条件を選択す

ることで、磁気作業物質のポテンシャルを引き出すことが可能であることを示した。 
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